
 

 

 

Ⅶ 雇用就業対策 

- 227 -





特別就労対策

山 谷 地 区 就 労 対 策

持続可能な障害者雇用における業務開拓・実践事業

障害者就業推進事業

ＴＯＫＹＯ障害者マッチング応援フェスタ

チャレンジ雇用

中小企業障害者雇用応援連携事業

職場内障害者サポーター事業

分身ロボットを活用した新たな働き方の支援事業

（公財）東京都福祉保健財団城北労働・福祉センターに対する助成

企業に対する障害者雇用普及啓発事業

障 害 者 の 就 業 対 策

女性しごと応援ナビ

（アクティブシニア就業支援センター事業）

シニア就業応援プロジェクト

新たな時代のニーズに対応するためのシニアの再活躍応援講座

シルバー人材センター事業

重度障害者等の雇用対策

中小企業障害者雇用支援助成事業

レディＧＯ！Projectプラス

女性活躍推進企業等との合同就職面接会

若 年 者 の 就 業 対 策 若者ジョブマッチング事業

テレワークを活用した女性の雇用拡大事業女 性 の 就 業 対 策

若者正社員チャレンジ事業

学生就業体験支援事業

障害者安定雇用奨励事業

難病・がん患者就業支援事業

若年者の雇用就業支援

中高年の雇用就業支援

東京しごと塾事業

長期失業者等に向けたフォローアップ支援

オンライン就職面接支援事業

しごとセンターの多摩地域展開

キャリアチェンジ再就職支援事業

○施策の体系（令和７年８月１日現在）

雇用就業対策

東京都雇用･就業対策審議会等

地域における雇用・就業の促進

し ご と セ ン タ ー 事 業 の 推 進 しごとセンターの管理運営

高齢者の雇用就業支援

多様な働き方に対する支援

女性の雇用就業支援

就労困難者特別支援

デジタルスキル習得チャレンジ支援事業

中 高 年 の 就 業 対 策 ミドルチャレンジ事業

はつらつ高齢者就業機会創出支援事業高 齢 者 の 就 業 対 策

中小企業障害者雇用スタート支援奨励事業
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緊 急 就 職 支 援 事 業

プラチナ・キャリアセンターの運営

ミドルシニア人材パラレルキャリア構築支援事業

産業分野別ソーシャルファーム
推 進 事 業

プラチナ・キャリアセンター事業

東 京 都 地 域 人 材 確 保
総 合 支 援 事 業

ＴＯＫＹＯはたらくネットの運営

成 長 産 業 人 材 雇 用 支 援 事 業

ものづくり産業人材確保支援事業

業 界 連 携 再 就 職 支 援 事 業

中小企業しごと魅力発信プロジェクト

中小企業人財推進事業

奨 学 金 返 還 支 援 企 業 と の
マ ッ チ ン グ 促 進 事 業

ＴＯＫＹＯ特定技能Ｊｏｂマッチング支援事業

人材確保支援事業

中小企業の外国人材受入支援事業

ソーシャルファーム支援事業

ソ ー シ ャ ル フ ァ ー ム
認 証 審 査 会 等 の 運 営

ソーシャルファーム等に関する
普 及 啓 発 事 業

地域雇用就業促進対策会議

産 業 分 野 別 人 材 確 保 ・
就 職 促 進 事 業

就 職 チ ャ レ ン ジ 多 摩 事 業

ＤＸ・ＧＸ時代を担う専門・中核人材戦略センター事業

中 小 企 業 人 材 確 保 支 援

中小企業人材確保のための奨学金返還支援事業

デジタル人材確保・就職促進事業

ＥＳ（社員満足度）向上による若手人材確保・定着事業

業界別人材確保強化事業

外国人社員とのコミュニケーション力向上支援事業

ソ ー シ ャ ル フ ァ ー ム へ の
インクルーシブ経営支援事業

雇 用 管 理 改 善 計 画 の 認 定

地 域 の 実 情 に 即 し た 雇 用 ・
就 業 情 報 の 収 集 ・ 提 供 等

 シニアプロフェッショナル人材再活躍支援事業
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争議調査

一般情報調査

労働情勢懇談会

ラ イ フ ・ ワ ー ク ・ バ ラ ン ス
推 進 事 業

中小企業労働条件等実態調査

外国人労働者の雇用環境等啓発事業

東京ライフ・ワーク・バランス認定企業制度

ライフ・ワーク・バランスＥＸＰＯ東京の開催

賃金退職金事情調査

東京の未来の働き方推進事業

非正規雇用に関する法令等普及啓発事業

非正規雇用アドバイザー制度

心の健康相談

労 働 相 談 ・ 指 導

男女雇用平等参画状況調査

労働相談・あっせん

就 職 氷 河 期 世 代 等
待 遇 向 上 支 援 事 業

働き方改革パワーアップ応援事業

就職差別解消促進企業啓発

資料・情報の提供

ＴＯＫＹＯはたらくネットの運営（再掲）

労働資料センターの運営

労働セミナー

自主的労働教育の支援

出張労働教育

職場における男女平等の推進

外国人労働相談支援事業

労 働 情 勢 調 査

労使関係総合調査

経済要求妥結調査

労働相談オンライン化事業

若 者 世 代 職 場 定 着 促 進 事 業

「手取り時間」創出・エンゲージ
メ ン ト 向 上 推 進 事 業

企業における「年収の壁突破」
総 合 対 策 促 進 事 業

中 小 企 業 の 賃 金 制 度 整 備 等
支 援 事 業

正規雇用等転換安定化支援事業

適正な労働環境の確保

労 働 知 識 の 普 及 ・ 啓 発

リスキリング・キャリアデザイン
応 援 事 業

男 女 雇 用 平 等 の 環 境 づ く り
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男 性 育 業 も っ と 応 援 事 業

テ レ ワ ー ク 等 普 及 推 進 事 業

働 き や す い 職 場 環 境 づ く り
推 進 事 業

働 く パ パ マ マ 育 業 応 援 事 業

男 性 育 業 促 進 に 向 け た
普 及 啓 発 事 業

家庭と仕事の両立支援推進事業

働 く 女 性 応 援 事 業

働く女性への総合サポート事業

育業によるパワーアップ応援事業

職 場 の メ ン タ ル ヘ ル ス
対 策 推 進 事 業

働 く 人 の 健 康 保 持 増 進 事 業

妊娠や子育て等の知識に係る
企 業 内 の 普 及 啓 発 事 業

ハラスメント防止対策推進事業

男 性 育 業 推 進 リ ー ダ ー 事 業

介 護 休 業 取 得 応 援 事 業

働く女性のウェルネス向上事業

団体連携によるカスタマーハラス
メント防止条例普及促進事業

サードプレイス活用促進事業

テレワーク導入実態調査

ＴＯＫＹＯシェアオフィス墨田の運営

テレワークとオフィス勤務のベストバランス推進事業

テレワークトータルサポート事業

ＡＢＷオフィス促進事業

キャリアとチャイルドプラン
両 立 支 援 事 業

女性管理職比率・男女間賃金格差
改 善 促 進 事 業

企 業 と 働 く 女 性 の キ ャ リ ア
パ ー ト ナ ー シ ッ プ 支 援 事 業

カ ス タ マ ー ハ ラ ス メ ン ト
防 止 対 策 推 進 事 業

テレワーク普及促進プロジェクト

「テレワーク東京ルール」促進事業
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勤 労 者 福 祉 の サ ー ビ ス 事 業
に 対 す る 支 援

労働衛生環境の改善助成

労政会館の運営

勤 労 者 生 活 向 上 の 推 進

フ リ ー ラ ン ス 就 業
環 境 整 備 支 援 事 業

東京都労働委員会委員の選任

中小企業従業員融資

自主的福祉活動の助成（メーデー実行委員会に対する助成）

東京都中高年勤労者福祉推進員の養成

中小企業退職金共済制度の普及啓発

勤労者福祉支援事業の助成

家内労働傷病共済制度

自主的福祉活動への助成

中小企業従業員融資（家内労働者融資）

家内労働法の普及・啓発等家 内 労 働 対 策

事業所のデジタル化推進事業
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求職者向け訓練（能力開発訓練）

多様なニーズに対応した職業能力の開発・向上　　  　

ものづくり技能の総合ポータル
サ イ ト 情 報 発 信 事 業

職人塾

東京みらいの名工育成プログラム

中小企業人材スキルアップ支援事業

女 性 向 け キ ャ リ ア チ ェ ン ジ
支 援 事 業

技能検定

東京都職業能力開発協会の助成

技能の振興

職業訓練指導員免許の交付及び試験の実施

競技大会等促進支援事業

公 共 職 業 訓 練 の 推 進

女性ＩＴエンジニア育成事業

民間における職業能力開発の促進

短期集中型資格取得支援訓練

も の づ く り ・ 匠 の 技 の 祭 典

デ ジ タ ル 人 材 育 成 支 援 事 業

育業中スキルアップ支援事業

保育支援つき施設内訓練

障害者技能競技大会（アビリンピック)に対する助成

一般社団法人東京都技能士会連合会の助成

ものづくり教育支援プログラム

建設人材育成事業（鉄筋コース・型枠コース）

女性向け委託訓練

職業能力開発センターの戦略的魅力発信事業

再就職促進等委託訓練

職場適応訓練

事業所のデジタル化推進事業

生涯職業能力開発事業等委託事業（広域団体認定訓練助成金）

事業内職業能力開発の振興

ものづくり等産業人材育成支援事業

団 体 連 携 型 Ｄ Ｘ 人 材
育 成 推 進 事 業

在職者向け訓練（能力向上訓練）

障害者職業訓練

技 能 振 興 事 業

職業能力開発センター事業の展開

Ｄ Ｘ 実 践 人 材 リ ス キ リ ン グ
支 援 事 業

成長産業分野へのキャリアシフト
等 支 援 事 業
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第１  審 議 会 等 

 

１ 東京都雇用・就業対策審議会等（調整課) 

(1) 東京都雇用・就業対策審議会 

知事の附属機関として、学識経験者委員・事業主委員・労働者委員による審議を行うこと

により、雇用及び就業の促進、職業能力の開発並びに労使関係の安定を図る。 

ア 委員構成等 

【委員合計】   24人以内 

学識経験者  12人以内 

事業主代表  ６人以内  ※事業主代表と労働者代表は同数 

労働者代表  ６人以内 

イ 任期 

２年 

ウ 所掌事項 

(ｱ) 雇用及び就業対策に関する事項 

(ｲ) 職業能力の開発に関する事項 

(ｳ) 労使関係の安定に関する事項 

(ｴ) 前各号に掲げるもののほか、知事が必要とする事項 

エ 諮問事項と審議状況 

第１期 諮問事項「東京を再生させる雇用就業施策について」 

      平成 14 年 10 月 諮問 

      平成 15 年 ３月 中間のまとめ 

      平成 15 年 ７月 答申 

第２期 諮問事項「東京都におけるこれからの職業能力開発行政の基本的な方向及び講ず

べき施策について」 

      平成 16 年 12 月 諮問 

      平成 17 年 ７月 中間のまとめ 

      平成 17 年 12 月 答申 

第３期 諮問事項「社会ニーズの変化に的確に対応する雇用就業施策のあり方について」 

      平成 24 年 ２月 諮問    

平成 24 年 11 月 中間のまとめ 

      平成 25 年 ２月 答申 

(2) 公労使会議 

   2020 年に向けた実行プランに掲げた「新しい東京」を目指し、「セーフ シティ」「ダイバー

シティ」「スマート シティ」の３つのシティを実現するため、公労使が一堂に会し意見交換

を行う場を設ける。 
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(3) 東京都雇用対策協定運営協議会   

   知事と厚生労働大臣は、一層連携を強化し、協働して柔軟に雇用対策を推進するため、「東

京都雇用対策協定」を平成 27 年２月 10 日に締結した。 

この協定に基づき、事業計画の策定や事業の評価を行い、都と東京労働局が連携しつつ、

事業を効果的に実施することを目的として、東京都雇用対策協定運営協議会を設置する。 

 (4) 東京の雇用就業を考える有識者会議 

  雇用就業を取り巻く環境の変化に対して的確な対応を図るため、都における今後の雇用就

業対策の方向性や迅速に実施すべき施策等について、有識者との意見交換を通じて検討を進

める。 
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第２ 地域における雇用・就業の促進 

 

１ しごとセンター事業の推進（就業推進課）※事業の実施は、指定管理者である（公財）東京しごと財団に委任 

(1) しごとセンターの管理運営 

雇用のミスマッチを解消し、都民の雇用・就業の促進を図るため、若年者、中高年者、高

齢者及び家庭との両立を目指す女性を対象とした窓口を通じて、カウンセリングやセミナー、

能力開発などの就職支援を、ワンストップで提供する。 

◎東京しごとセンター 

〇ヤングコーナー（ジョブカフェ） 

・就職支援アドバイザーによるカウンセリング 

・ハローワークによる職業紹介 

〇ミドルコーナー 

・民間事業者によるキャリアカウンセリング、職業紹介 

・非正規対策事業 

〇シニアコーナー 

・高年齢者就業相談 

・ハローワークによる職業紹介 

〇総合相談 

・総合相談、専門相談、事業所相談、情報コーナー 

〇女性しごと応援テラス 

・民間事業者によるキャリアカウンセリング、職業紹介 

〇専門サポートコーナー  

・民間事業者による支援計画作成、プログラムの実施 

〇障害者雇用就業サポートデスク 

〇専門相談機関等 

・東京都労働相談情報センター 

・東京都労働資料センター 

・（公財）東京しごと財団 

・東京都福祉人材センター 

・東京都保育人材・保育所支援センター 

・東京都ひとり親家庭支援センター 

・東京都職業能力開発協会 

〇職業能力開発機関 

・中央・城北職業能力開発センターしごとセンター校  

職業訓練・各職業能力開発センターの案内・相談 

  

※東京しごとセンター・・・東京都しごとセンターのほか、福祉人材センターなどの関係機関
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も含めた仕事に関する多様なニーズにワンストップで応える施設

全体の愛称 

 

令和６年度東京都しごとセンター・東京都しごとセンター多摩利用実績 

（令和６年４月から令和７年３月まで） 

（単位：人） 

区分 
利用者数 

※①就職者数 
新規 再来 計 

ヤ ン グ 7,271 40,232 47,503 3,196 

ミ ド ル 11,853 88,889 100,742 6,049 

シ ニ ア 11,423 61,657 73,080 2,881 

女 性 ※②3,186 2,165 23,357 25,522 1,156 

専門サポート 235 6,013 6,248 109 

小 計 32,947 220,148 253,095 13,391 

総合相談 
専門相談・事業所相談 4,681  

多様な働き方セミナー等 26,196 

小  計 30,877 

合  計 283,972 13,391    

※①就職者数には、令和５年度以前の登録者で令和６年度に就職した者を含む。 

※②年齢別コーナー等の併用を含む「女性しごと応援テラス（多摩含む）」の新規利用者 

(2) 若年者の雇用就業支援 

若者の就職支援のために、東京都しごとセンターにヤングコーナーを設け、ワンストップ

サービスを展開する。各種セミナーやプログラム等によって職業意識の醸成を図るとともに、

個々の状況に応じたきめ細かな相談やカウンセリング、能力開発を提供することにより、若

年者を就業に結びつける。 

ア 様々な職業情報の提供 

各種就職情報に関するサイトを取り込んだポータルサイトや職業適性診断システムを組み

込んだ情報検索端末を設置するとともに、就職活動のノウハウに関する図書類や雇用関係情

報誌等を整備し、求職者へ提供する。 

イ 就職スキルアップ支援 

(ｱ) 就職支援アドバイザー（キャリアカウンセラー）の配置 

(ｲ) 出張型支援の充実強化 

地域の就労支援機関や教育機関等と連携して、しごとセンターのサービス（就業意識

醸成、就活ノウハウ等のセミナー、グループディスカッション、カウンセリング等）を

出張型で提供する。併せて新規登録を促し、来所を誘導する。 

(ｳ) 就活実践力養成講座 

就職に役立つ知識やスキルを学ぶことができる１回完結型のセミナーを年間通じて開

催する。 
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(ｴ) 能力開発コースの実施 

資格を活用した就職希望者等を対象に、資格取得を視野に入れた就職支援を実施する。 

(ｵ) 若年者就職力アップ事業 

社会人としての基礎的スキルや希望する職種に必要な職務能力が低く、無職又は非正

規雇用者として働く若者に対し、コミュニケーション等の基礎能力や職務能力を向上さ

せるためのプログラムを提供し、就職準備性の向上を図り、正社員就職を支援する。 

(ｶ) 若年者早期就職支援事業 

正社員として働くことの具体的イメージを持てないことや、就活ノウハウが不十分な

ため、やむを得ず無職又は非正規雇用者として働く若者に対し、短期間のグループワー

クと個別カウンセリング及びハローワーク飯田橋Ｕ－35 と連携したメニューを提供し、

早期の正社員就職を支援する。    

(ｷ) 新卒学生フォローアップ事業  

就活ルールの変更やコミュニケーション能力不足により、就職活動が進まない学生に

対して、就職活動の遅れを取り戻しながら本来の活動の流れに乗れるよう、しごとセン

ターオンライン登録へ誘導し支援につなげるとともに、仲間づくりやグループディスカ

ッション対策のためグループワークを主体とした短期集中型のプログラムを提供する。 

ウ 若者と企業のマッチング支援 

(ｱ) 合同就職面接会 

34 歳以下の若年者のうち、パート・アルバイトに従事する者又は働く意思のある無職

者で、常用雇用を希望する者を対象に、年４回、各回 15 社程度の小規模面接会を開催す

る。 

(ｲ) 合同企業説明会 

大企業志向等によるミスマッチ解消のため、若年者の採用に意欲的な中小企業と若年

者が交流できるプレマッチングの場を提供する。 

(ｳ) 中小企業見学 

新卒者等の中小企業の理解を促すため、(ｲ)の合同企業説明会に参加した企業に赴いて、

見学会を実施する。 

(ｴ) 合同企業説明会直前対策セミナー 

合同企業説明会を効果的に活用し、応募の促進につなげるための、直前対策セミナー

を実施する。 

(ｵ) 面接対策セミナー 

面接会等を通じた就職決定を支援するため、就職面接会の上手な活用方法（企業の回

り方）と模擬面接をセットにしたセミナーを実施する。 

(ｶ) 業界職種研究ライブラリーの設置 

情報提供アドバイザーによる企業研究や職種研究に特化したカウンセリングを実施し、

業界職種勉強会を開催する。 

(ｷ) 採用・育成サポートセミナー 

合同企業説明会等マッチング支援事業を通じた採用ノウハウを伝達するセミナーを実
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施する。また、早期離職防止のため、人材育成に力を入れている、あるいは離職率が低

い企業の社長等を講師に迎えセミナーを実施する。 

(ｸ) 採用・育成に関する好事例の提供 

若年者の採用や人材育成に関する企業の好事例を取材し、ライブラリー登録企業に対

してメールマガジンで配信する。 

エ 若者のキャリアデザイン支援 

 (ｱ) 就職支援アドバイザー（キャリアカウンセラー）の配置 

 (ｲ) キャリアデザインセミナー（就職活動中） 

就職する前に、自身の職業観や将来のキャリアデザイン、適性等について考え、業界

や企業研究を十分に行うなど、就職後のミスマッチを防ぐために必要なテーマを盛り込

んだセミナーを実施する。 

 (ｳ) 参加者交流会（就職活動中） 

    経営者や先輩社会人との意見交換や、同世代とグループワーク等を通して交流するこ

とで、自身のキャリアデザインを形成する一助とする。 

(ｴ) 社会人基礎プログラム（入社１年目） 

正社員として必要とされる基礎力をつけ、組織の中で働くことへの理解を深めるセミ

ナーを実施する。 

(ｵ) キャリア形成プログラム（入社２年目から３年目） 

仕事の応用力や職種ごとの課題解決力等、会社の業務内容と関連付けたテーマを設定

することで実践力を養うプログラムを実施する。 

(ｶ) 参加者交流会（入社３年以内） 

経営者や先輩社会人との意見交換により、キャリアプランを考える機会を提供する。

また、同世代とグループワーク等を通して交流することで、入職早期の孤立化を防ぐ。 

(ｷ) 育成担当者向け早期離職防止セミナー 

若手社員の教育の担い手となる育成担当者向けに、早期離職を防ぐためのノウハウを

提供する。 

(ｸ) 管理者向け早期離職防止セミナー 

管理職や経営者を対象に、若手社員の早期離職を防ぐためのセミナーを実施する。 

(ｹ) 早期離職防止ガイドブック 

研修メニュー、チューター制度等、早期離職防止のノウハウ等をまとめたガイドブッ

クを作成し、セミナー参加企業や関係機関等に配布する。 

オ 就活バックアップ支援 

大学等就職支援者及び新卒者等の保護者を対象とした事業を実施することで、新卒者等の

就職活動の間接的支援を促進する。 

カ 高校生向け就業意識啓発講座 

進路決定前の時期に、高校生の就業意識を醸成する内容の啓発講座を学校の要望に沿った

形で実施する。 

キ オンライン就職支援 
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特設サイトを設置・運営し、オンライン上でキャリアカウンセリング、セミナー及び企業

説明会等のサービスを提供する。 

ク 就活アプローチ事業 

(ｱ) ワークスタート支援プログラム 

働くことによる社会的自立が必要であるにもかかわらず、就職活動に踏み出せないで

いる若者を対象に、専門的なノウハウを有する機関を活用した支援メニューを実施する。 

(ｲ) 就労支援機関担当者向けセミナー 

若年者就業支援に直接携わるＮＰＯ法人等のスタッフに対してセミナーを実施すると

ともに、行政機関、ＮＰＯ法人等との連携強化を図る。 

(3) 中高年の雇用就業支援 

ア 中高年の雇用就業支援事業 

再就職を目指す中高年求職者に対し、多様な情報を一元的に提供し、民間事業者のアドバ

イザーが豊富な情報とノウハウを活かして、個別カウンセリングによる職業選択・能力開発

等のアドバイスから求人情報の提供、職業紹介まで一貫したきめ細かい就職支援を実施する。 

(ｱ) アドバイザーによる支援 

就職支援アドバイザー（キャリアカウンセラー）を配置することにより、求職者に対

する個別カウンセリングを実施し、今までの職歴や職業能力、今後の希望を踏まえた助

言・指導を行うとともに、求人情報等の提供から職業紹介までの支援を実施する。 

(ｲ) 求職活動支援セミナー 

雇用就業情勢等の情報提供と、本人によるキャリアの棚卸しを行い、今後の再就職活

動の目標設定、就職活動計画の設計及び具体的な求人情報の探し方や面接技法等につい

て学ぶセミナーを開催する。 

ａ 小規模セミナー 

自分の職業特性を分析し理解することで、就職活動の展開を考えていく「自己理解促

進」と、書類選考や採用面接での自己ＰＲ力を実践的に身につけていく「就職対策支

援」の２つのセミナーを実施し、就職活動に必要なスキルを身につけることを支援する。 

また、就職活動期間が長期になっている者を主な対象に、これまでの活動を振り返り、

効果的に活動を行うための「応募活動支援」セミナーを実施し、長期化する活動で低下

したモチベーションの向上を図る。 

さらに、自律的に就職活動を進めていくことができる利用者を対象に、グループワー

ク形式のプログラムを実施し、利用者の早期就業を支援する。加えて、転職を予定して

いる在職者向けのセミナーを土曜日に実施し、在職者の円滑な再就職活動を支援する。 

ｂ 大規模セミナー 

雇用就業情勢の十分な周知を行い、求職者に求人市場の現状確認を促すとともに、今

後の求職活動の進め方などを指導する。 

(ｳ) 能力開発コース 

求人市場で求められている能力を身につける短期の講座を実施する。 

ａ 再就職基礎講座 
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コミュニケーション能力の向上やキャリア開発を支援する講座を実施する。 

ｂ スキルアップ講座 

パソコンの操作経験が乏しい求職者を対象に、ビジネスで役立つパソコン操作に関す

る講座を実施する。 

ｃ 資格取得等支援講座 

資格を活用した就職希望者等を対象に、経理基礎知識、パソコン応用などの資格取得

を支援する講義を実施する。 

(ｴ) 雇用就業情報の提供 

求人情報等をインターネット上で検索できるようにし、求職活動に活用できる情報を

提供する。 

(ｵ) 就職氷河期世代等ミドル向け合同面接会 

就職氷河期世代等中高年求職者を対象に合同就職面接会をしごとセンター内外で開催

し、早期の就職決定に結びつける。 

ａ 大規模面接会（外部会場） 

利用者の未経験業界・職種への転換を含めた視野拡大を図るため、多様な求人企業を

集め、１日のイベントとして開催する。 

ｂ 小規模面接会（しごとセンター内） 

ミドルコーナーの基幹支援（カウンセリング・セミナー等）の支援フローの一環とし

て実施する。 

(ｶ) ミドルアフターのキャリアチェンジ支援 

より就職が困難と見込まれるミドルアフター層（45～54 歳）の早期就職を図るため、

きめ細かなサポートを行い、過去の職歴等にこだわらないキャリアチェンジを促すとと

もに、合同企業説明会や職場体験等の場を提供し、企業とのマッチングを後押しする。 

(ｷ) 非正規就業者向けアプローチセミナー 

非正規雇用歴等が長いミドル層を対象として今後の生活設計等を考えるきっかけとな

るセミナーを実施し、就労・正社員化に向けた具体的な行動を起こせずにいる人等を掘

り起こして、しごとセンターの正規雇用化支援に誘導する。 

(ｸ) ミドル版ワークスタート支援プログラム 

就職活動に入る手前の段階から支援が必要な中高年の就職困難層を対象に、就労準備

支援として、自信回復、職場で必要な基礎能力の付与及び就労体験等を組み合わせたプ

ログラムを提供し、働くことを通じて自立を目指すための第一歩を支援する。 

(ｹ) オンライン化対応 

セミナー等オンラインによる事業を実施する。 

イ 非正規向け特別支援 

非正規での就業経験が長く一貫したキャリア形成が十分でないことから、正社員就業の機会

を逸し、パート・アルバイトなどの非正規雇用を余儀なくされている求職者の正社員化を促進

するため、個々の状況に応じて受講できるプログラム等を提供し、早期就職を支援する。 

(ｱ) 非正規向け求職活動支援 
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ａ 非正規向け求職活動支援セミナーの実施 

正社員の就職経験が少ない求職者を対象に、求職活動に必要な情報（キャリアの棚卸

し、求人市場の現状と今後の活動方法など）を提供する。 

 ｂ 非正規向けパソコン講座の実施 

パソコンスキル等を付与し、職業人としてのスキルを高めることにより、円滑な就職

活動を支援する。 

(ｲ) 就活エクスプレス事業  

比較的早期での就職が見込まれる中高年求職者（30～54 歳）を対象に、就業意欲を醸

成し、就職活動を促進することを目的としたプログラムを提供するとともに、ジョブコ

ーディネーターによるマッチング支援を行い、早期就職を促進する。 

ａ グループワーク 

キャリアの振り返りや職場訪問による中小企業理解、応募書類作成等を行うグループ

ワークを実施するとともに、終了後は求職活動を受講者同士で支えあうフォローアップ

講座を定期的に実施する。 

ｂ 企業とのマッチング支援 

中小企業の採用や人材活用等に精通したジョブコーディネーターを配置し、個別の求

人開拓や正社員登用型求人の活用によりマッチングを支援する。 

ｃ 合同面接会 

非正規雇用経験者の正社員採用に意欲的な企業を開拓し、合同面接会を開催、マッチ

ングを促進する。 

ｄ 短期集中コース 

グループワークへの継続参加が困難な求職者に対しては、短期集中型セミナーを実施

し、正社員就職を支援する。 

(4) 高齢者の雇用就業支援 

高齢者への就業相談、人材開発コースによる能力開発や、ハローワーク飯田橋専門援助第

三部門（シニアコーナー）との連携による職業紹介を実施するなど、高齢者の雇用就業に関

する総合的なワンストップサービスを提供する。 

ア 高齢者向け相談の実施 

就業を希望する高齢者に対して、経験や職歴等の実情を踏まえた就業相談に応じ、ハロー

ワーク飯田橋専門援助第三部門（シニアコーナー）による職業紹介を通じた就職支援を行う。

また、必要に応じて、再就職支援ツールの価値観診断機能、キャリアプランニング機能を活

用する。 

イ 中小企業向け人材開発コース事業 

中小企業団体の協力により、業界に就職する上で必要な技能や基礎知識を短期間で習得す

るための人材開発コースを実施し、修了時に中小企業団体の傘下企業等との合同就職面接会

により就職を支援する。 

     ・コース実施 昼間 20 コース 

・主なコース マンション管理員／ベビーシッター／保育補助員／ヘルパー／警備スタッ
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フ／医療・福祉施設食アシスタント など 

ウ 再就職活動支援セミナー等の実施 

高齢求職者の増加や求職者ニーズの多様化に対応するため各種セミナー等を開催し、セミ

ナー受講と就業相談やその他の支援制度等をリンクさせたきめ細かいサービスを提供する。 

・基本セミナー（「履歴書の書き方」「職務経歴書の書き方」「面接のポイント」など） 

・実践セミナー（「職務経歴の棚卸し体験」「面接のロールプレイング」） 

・就活スタート編（「高齢者雇用の現状」「高齢者ニーズの高い職種」など） 

・「就活応用」編Ⅰ（「経験者の成功談」「グループワーク」など） 

・「就活応用」編Ⅱ（「業界・職種の特徴」「ポイントと心構え」など） 

エ シニアの社会参加サポートプログラム 

地域のＮＰＯ活動や在宅ワーク等就業ニーズ多様化の動きが見られる一方で、基礎知識の

不足等を原因として多様な働き方に踏み出せない高齢者が多い。こうした高齢者に対して、

就業相談を行うとともに、基本的知識を整えるための事前セミナーを実施する。 

(ｱ) 就業相談 

企業での就業との具体的比較や就業支援ツールの活用により、より現実的な働き方を

高齢者自身が選択できるようにサポートする。 

(ｲ) セミナー 

就業相談に先立ち、ＮＰＯ就労や在宅ワークといった高齢者の活動実績が比較的高い

分野をテーマに、具体的活動内容や就業現場の状況等多様な働き方に関する基本的知識

を理解するためのセミナーとグループワーク形式の事業体験を実施する。 

オ シニアのパソコンスキルアップ講座 

シニアコーナー利用者のパソコンスキル向上を図り、円滑な就職活動に結びつけるため、

講座を実施する。 

カ 中小企業向けエキスパート人材開発プログラム 

高齢者が培った総合的職務遂行能力を活用し、経験と能力を持った高齢者が中小企業で活

躍できるよう人材開発プログラムを実施し、就職を支援する。 

キ 就業支援総合セミナー 

(ｱ) 定年退職後の働き方を考えるセミナー 

概ね 60 歳以上の高齢者を対象に、再就職活動のプロセスを網羅した内容に、高齢者 

特有の再就職状況を加味した総合的なセミナーを行い、退職後の様々な生き方や働き方

を選択する際に必要な情報や知識を付与し、高齢者の多様なニーズに対応する。さらに、

希望者には、後日、ライフプランの作成等について個別相談を実施する。 

   (ｲ) シニア予備群向け出張セミナー 

企業等に講師を派遣し、概ね 50 歳から 60 代前半の従業員（シニア予備群）を対象に、

退職後のキャリアビジョンや高齢期の働き方を考えるセミナーを実施することで、退職

後の再就職等に向け準備を始める意識啓発やアドバイスを行う。 

ク 65 歳以上のシニア対象職場体験事業 

65 歳以上の就業促進を図るため、企業側、高齢求職者側双方に、再就職の実情についての
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理解を促す職場体験事業を実施する。都内の中小企業等に対する高齢者の採用意向調査及び

個別訪問により、体験受入先を開拓する。最大３日間の体験後、ハローワークとの連携によ

り就業につなげる。また、今後は 70 歳以上のシニアの職場体験も一層促進していく。 

ケ 生涯現役社会推進事業 

現在就職活動を行っていないがきっかけがあれば就職に踏み出せる潜在的な求職者である

高齢者や、就職活動を行っているものの就職の決まらない高齢者を対象として、マインドチ

ェンジやキャリアチェンジを促す内容のセミナーを、東京労働局や地域のハローワークとの

連携により都内全域で実施する。 

コ オンライン化対応 

セミナー等オンラインによる事業を実施する。 

サ 就職氷河期世代等シニア向け合同面接会 

年４回、シニアの合同面接会を開催し、企業と高齢求職者の迅速なマッチングを図る。 

(5) 多様な働き方に対する支援 

働く人々が正社員以外の多様な就業形態から適切なものを選択できるよう、相談窓口及び

資料・情報コーナーの設置や、普及セミナーの開催、Ｗｅｂ上での情報サイトの運営など、

総合的な支援を行う。 

ア 総合相談等 

(ｱ) 総合相談窓口 

利用者がニーズに応じたサービスを適切に受けられるように、導入となる総合相談で

相談者の意向を確認して、適切なサービス窓口・機関への案内や説明を行う。 

(ｲ) 事業所相談 

人材活用等に関する事業主からの相談、情報提供のサービスを行う。 

イ 専門相談 

(ｱ) 起業・創業相談 

(ｲ) 多様な働き方相談（ＮＰＯ・在宅ワーク等） 

(ｳ) 職業適性相談 

(ｴ) 社会保険・年金相談 

(ｵ) メンタルケア相談（キャリアカウンセリングを受けているセンター利用者対象） 

(ｶ) 就業自立支援相談（キャリアカウンセリングを受けているセンター利用者対象） 

ウ 多様な働き方情報の収集・提供 

(ｱ) 多様な働き方セミナー 

様々な働き方、ワークスタイルについての情報提供を行うとともに、働くことに関わ

る様々な知識、ノウハウなどを身に付けることができるセミナーを行う。 

(ｲ) ＮＰＯなどでの就業体験 

ＮＰＯなどでの就業を希望する方などを対象に、インターンシップ事業を行い、短期

間の就業体験機会を提供する。 

(ｳ) オンライン化対応 

セミナー等オンラインによる事業を実施する。 
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エ ＳＮＳ等を活用したオンライン就職支援窓口の設置 

(ｱ) オンライン就職支援窓口の設置 

専任のキャリアカウンセラーを配置し、全ての求職者を対象に、ＬＩＮＥ、電話、オ

ンラインで相談できる「オンライン就職支援窓口」を設置し、就職活動全般についての

キャリアカウンセリングを実施する。 

(ｲ) 求職活動支援セミナー（オンライン配信） 

雇用情勢の説明、就活のノウハウ提供、各種支援策の紹介、しごとセンター事業紹介

等に係るセミナーをオンラインで配信する。 

(6) 女性の雇用就業支援 

ア 女性再就職支援窓口等の運営 

女性再就職支援窓口「女性しごと応援テラス」において、出産や育児、介護等で離職した

女性など、家庭と両立しながら仕事に就きたいと考えている方を主な対象に、アドバイザー

による個別カウンセリング、求人情報の提供・職業紹介など、きめ細かい就職支援を実施す

る。 

(ｱ) アドバイザーによる支援 

就職支援アドバイザー（キャリアカウンセラー）を配置し、個別カウンセリングを実

施するとともに、求人情報を提供し、マッチングを含めた就職支援を行う。また、家庭

と仕事を両立しながら働くためのアドバイス、保育に関する情報提供・相談を実施する。 

(ｲ) ミニセミナーの実施 

就職に向けて具体的ノウハウを提供するミニセミナーを実施する。 

(ｳ) 就職面接会等の実施 

小規模の就職面接会等を実施し、書類選考を経ることなく気軽に面接ができる機会を

確保し、早期就職を支援する。 

(ｴ) 雇用就業情報等の提供 

求人情報をインターネット上で検索できる端末の設置や、各種支援窓口の情報提供等、

求職活動に活用できる情報を提供する。 

(ｵ)  キッズスペースの設置 

子ども連れでも安心して来所できるように、キッズスペースを設置する。 

(ｶ)  啓発セミナーの実施 

再就職に関心のある女性求職者を応援テラスへ誘導するため、応援テラスでの再就職

の事例や各種事業を紹介するセミナーを開催する。 

(ｷ)  職場見学の実施 

就職にブランク期間のある専業主婦等の女性や再就職に不安を抱いている子育て中の

女性のために、職場見学を実施し、就職に向けた意欲を醸成する。 

(ｸ)  子育て女性向け再就職支援イベントの実施  

子育て中の再就職を希望する女性を掘り起こすため、区市町村との連携により、子育 

て女性向けの再就職支援イベントを実施する。 

(ｹ)  オンライン化対応 
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セミナー等オンラインによる事業を実施する。 

イ 女性再就職支援事業 

(ｱ)  女性再就職サポートプログラムの実施 

ａ 女性再就職サポートプログラム 

就職活動のノウハウの提供や、スキルアップを目指す職種別の講義形式のセミナー、

自信を深めるための職場体験を組み合わせた総合的な支援プログラムを、しごとセンタ

ーにおいて実施する。 

ｂ 女性再就職サポートプログラム フォローアップセミナー 

サポートプログラム受講修了後、一定程度の段階で未就職の受講生に対して、就職活

動を行う意欲を高め就職へつなげるため、グループワークを中心としたセミナー及び個

別相談会を実施する。 

 (ｲ)  女性向け在宅ワークセミナーの実施 

家庭の事情等により自宅で働くことを希望する女性向けに、在宅ワーク等に関する基

本的な情報を提供するセミナーを実施する。 

(ｳ)  レディＧＯ！ワクワク塾の実施 

出産等を契機に離職し、働き方や再就職の時期等に様々な希望を持つ女性を対象とし、

再就職希望者の裾野を拡大するため、育児と仕事の両立方法等を学ぶセミナーや両立支

援を推進している企業への職場見学、短期間のインターンシップ等を含めた３か月間の

講座を託児サービス付きで実施する。 

   (ｴ)  地域密着型マッチングイベントの実施 

都内をブロックに分け、地域性の高いマッチングイベント（合同就職面接会・個別就

業相談・セミナーを１日で実施）を各ブロックで開催する。 

   (ｵ)  女性キャリアアップ再就職応援プログラム 

       女性のキャリア形成の実現に向けた就職を後押しするため、セミナーと企業交流を組

み合わせたプログラムを実施する。 

(ｶ)  利用者向け託児サービスの実施 

子ども連れでも女性再就職サポートプログラムなどのサービスをじっくりと利用でき

るよう、東京しごとセンター内で託児サービスを実施する。レディＧＯ！ワクワク塾等

の実施時は、施設借上げにより託児サービスを実施する。 

ウ 女性しごと応援キャラバン 

女性を対象に、都内各地でキャラバン型の就業相談会を開催するとともに、ひとり親の方

など、きめ細やかな支援が必要な方へカウンセリング等の就職支援サービスを実施する。 

  エ 女性再就職包括サポート事業 

育児や介護等をしながらの就職活動や正規雇用を後押しするため、オンラインによりメン 

ター相談やキャリア講座等の包括的サポートを実施する。 

(7) デジタルスキル習得チャレンジ支援事業 

   しごとセンターを利用する求職者に対し、企業が求めるオフィスソフトの操作に加え、急

速に普及しているオンラインツールの習得やネットワーク関連の知識、自社での内製化が可
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能なローコード・ノーコード開発スキル等を体系的に習得出来るよう支援し、就職活動を後

押しする。 

(8) 就労困難者特別支援 

ア 就労困難者特別支援事業 

就労を希望しながら様々な事由により就労することが困難である就労困難者を対象に、関

係機関と連携しながら、就労支援及び定着を図るための支援を行う専門サポートコーナーを

設置する。 

(ｱ) キャリアカウンセラー等によるチーム支援 

キャリアカウンセラー等による個別カウンセリングを実施し、職場見学に同行する等、

個々の特性や状況に応じたきめ細かな支援を行う。また、カウンセラー、求人開拓員、職場

定着支援員、専門支援員及び就業自立支援員による支援チームを構成して、各利用者ごとに

支援計画を策定する。 

 (ｲ)  各種プログラムによる支援 

支援計画に基づき、生活面を含めた社会的な自立及び就労を支援するためのプログラム

を策定し、各利用者の必要性に応じてパソコン等のトレーニングを実施していく。 

 (ｳ)  就労受入先のマッチング（職業紹介） 

求人開拓員が都内企業等への求人開拓を行い、勤務条件等の条件緩和の調整を行う等、

利用者の特性や状況に沿った就労受入先を確保し、就労の準備が整った利用者とのマッチ

ングを行う。 

 (ｴ)  定着支援 

職場定着支援員が定期的に利用者が就職した職場を訪問し、利用者と就労受入先双方に

対し、職場定着に関する支援を行う。 

イ 非正規・ひとり親・困難を抱える女性等向け就業自立支援 

経済的困難を抱える女性等にアウトリーチでアプローチし、就職相談会やセミナー等を通

じて、東京しごとセンターの就労支援につなげることで、女性の就職・正規雇用化を後押し

していく。 

(9)  長期失業者等に向けたフォローアップ支援 

   雇用就業対策をより効果的に行っていくため、しごとセンターで実施しているキャリアカ

ウンセリングや職業紹介、求職活動支援セミナー、就職面接会などの支援と職業能力開発セ

ンターで行う希望する業種の知識・技能の提供を組み合わせ、それぞれの強みを活かしなが

らより効果的な支援策を実施していき、就業支援の総合的な支援の仕組みを構築する。 

(10) オンライン就職面接支援事業 

オンライン就職面接の模擬実施を可能とするテレワークＢＯＸを、東京しごとセンターと

東京しごとセンター多摩に設置し、アドバイザーによるオンライン面接対策に活用する。 

(11) しごとセンターの多摩地域展開 

ア 総合相談サービス 

(ｱ) 総合案内 

利用者がニーズに応じたサービスを適切に受けられるように、導入となる総合相談で
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相談者の意向を確認して、適切なサービス窓口・機関への案内や説明を行う。 

(ｲ)  情報コーナーの運営 

パソコンでの応募書類作成や情報検索のほか、求人情報誌等の閲覧ができる情報コー

ナーを運営する。 

(ｳ)  事業所相談 

事業主からの人材活用や定着支援等に関する相談に対応する。 

イ 全年齢層に対する基幹サービスの提供 

(ｱ)  キャリアカウンセリング 

利用者の適性や就職に向けた希望条件を勘案しつつ、求人市場の動向を踏まえ、就職

活動に関する幅広いサービスを提供する。 

(ｲ)  就業自立支援等相談 

社会福祉士、臨床心理士等の専門家を配置し、日常生活及び就職活動に支障がある利

用者に対して、就職支援アドバイザーと協力して専門的見地からの助言や支援窓口等の

案内を行う。 

(ｳ)  就職ノウハウセミナー 

雇用就業情勢を十分周知するとともに、求職者に求人市場の現状を確認させ、今後の

求職活動の進め方等に関する情報を提供するセミナーを実施する。 

(ｴ)  能力開発コース 

パソコン操作経験が乏しい求職者を対象に、ビジネスで役立つパソコン操作に関する

講座を実施する。 

(ｵ)  土曜就活セミナー 

平日に時間の取れない求職者等を主な対象として、毎回仕事に関するテーマを設定し

て、必要な知識を提供する。 

ウ ターゲットを絞ったサービス提供 

(ｱ)  フリーター等に対する支援 

  多摩地域での就業を希望する既卒者等若年者のうち、特に支援が必要な方向けに、１

回４社程度の小規模な就職面接会を開催し、マッチングを行う。 

(ｲ)  定年等退職者に対する支援 

定年等退職者を対象として、再就職のプロセスを網羅した内容に、高齢者特有の再就

職状況を加味した総合的なセミナーを行い、退職後の様々な生き方や働き方を選択する

際に必要な情報や知識を提供し、定年等退職者の多様なニーズに応える。 

エ 若者のキャリアデザイン支援 

就職支援アドバイザー（キャリアカウンセラー）を配置しキャリアデザイン等に関する個

別相談を行うとともに、就職後のミスマッチを防ぐために必要なテーマを盛り込んだセミナ

ーや定着支援に向けたセミナー等を実施する。 

オ  広域多摩就職応援プログラム 

年齢層問わず誰でも気軽に参加しやすく、カウンセリング、セミナーを併せて行う面接会

イベントを、利用者が少ない南部地域も含め、多摩地域において広域的に展開する。 
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カ 新卒支援事業 

(ｱ)  面接対策セミナー 

就職面接会の上手な活用方法と、模擬面接をセットにしたセミナーを実施する。 

(ｲ)  合同企業説明会 

新卒採用活動中の企業を集めた合同企業説明会を実施し、新卒未内定者にプレマッチ

ングの場を提供する。 

(ｳ)  中小企業見学会 

新卒者等の中小企業の理解を促すため、(ｲ)の合同企業説明会参加企業に赴き、中小企

業の現場を体験できる見学会を実施する。 

(ｴ)  大学等就職支援者向けセミナー 

大学のキャリアセンター職員等を対象に、新卒者等の就職支援に関するセミナーを実

施する。 

(ｵ)  保護者向けセミナー 

若年者の志望先決定に大きな影響力を持つ保護者を対象に、若年者の就職の現状や中

小企業への理解を高めるセミナーを実施する。 

(ｶ)  保護者向け中小企業見学会 

保護者が中小企業の現状を理解できるよう、大学等と連携して中小企業の現場を体験

できる見学会を実施する。 

キ 多摩地域若者・中小企業交流支援事業 

多摩地域の大学等に通う若者に、地元の中小企業への理解を深めてもらうため、中小企業

の情報や魅力等に触れる機会を提供する。 

(ｱ)  講師派遣 

大学等に講師を派遣し、中小企業の魅力や適職探しのポイント、自己ＰＲの方法など

を学生に伝えるとともに、中小企業交流会について積極的に周知を行う。 

(ｲ)  企業研究・業界研究セミナー 

専門家による当日参加予定の企業・業界研究を中心としたセミナーを行う。 

(ｳ)  オリエンテーション  

参加者同士のコミュニケーションを図り、交流会での企業に対する質問等を考えるワ

ークを行う。 

(ｴ)  人事担当者向けセミナー  

企業人事担当者に向け、自社の魅力の伝え方、人材確保の採用戦略等に関するセミナ

ーを行う。 

(ｵ)  若者・企業交流会 

多摩地域の若者に、中小企業に対する理解を深めてもらうため、企業経営者等との交

流会を実施する。 

(ｶ)  企業見学会・職場体験 

参加者の希望業界及び職種に対する更なる理解促進を目的として、交流会参加企業へ

の企業見学会・職場体験を行う。 
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ク 地域と連携した就業支援 

市町村や商工会議所等の地元経済団体等と連携し、就職面接会を実施する等、地域のニー

ズに合った雇用就業支援を推進する。 

ケ 女性向けサービス 

多摩地域における女性の就業支援の充実を図るため、「女性しごと応援テラス多摩」を設

置するとともに、関係機関と連携したセミナー等を実施する。 

コ オンライン化対応 

セミナー等オンラインによる事業を実施する。 

(12) キャリアチェンジ再就職支援事業（（公財）東京しごと財団基金事業） 

トライアル就労とリスキリングを組み合わせ、求職者の最適なキャリアチェンジの実現と

人手不足分野への労働移動を実現する求職者・企業双方への伴走型支援を実施する。 

また、中高年層に差し掛かるも、依然として不安定就労の多い就職氷河期世代の正規雇用

化支援を実施していく。 

ア カウンセリング 

キャリアコーチによるカウンセリングにおいて、ＡＩによるマッチング技術を活用する等、

求職者の状況に即した業界や企業と、最適なリスキリングのコースを提案する。 

イ 事前セミナー 

業界理解やリスキリング方法だけでなく、各コースの求職者の状況にあわせた内容のセミ

ナーを実施する。 

ウ ｅラーニング受講 

幅広い科目から選択可能なｅラーニングによりサービス・建設・運輸等の専門スキルを習

得させる。 

エ トライアル就労 

民間派遣会社の派遣社員として登録後、新たな業種や職種等の企業で、派遣社員として１

社当たり最大２か月間、就業する（最大２社まで）。派遣期間終了後、派遣先企業等とマッ

チングを行い、正社員としての就職を目指す。 

 

２ 若年者の就業対策（就業推進課） 

(1) 若者ジョブマッチング事業 

内定を得ていない新規学卒者等を対象として、年４回合同就職面接会を開催し、企業との

マッチングを積極的に進める。 

(2) 若者正社員チャレンジ事業（（公財）東京しごと財団基金事業） 

正社員としての実務経験等が十分でない既卒 29 歳以下の求職者を対象に、セミナーと企業

内実習（20 日間程度）を組み合わせたプログラムを提供し、働く上での実践的な能力を身に

付けることを通じて正規雇用化を支援する。併せて、採用後の職場定着を図るために採用か

ら６か月にわたり定着支援のサポートを実施する。 

(3) 学生就業体験支援事業 

学生の大企業志向等を一因とする求人と求職のミスマッチ解消のために、都内中小企業を
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受入先とした就業体験を展開し、学生の中小企業理解等を促進する。 

 

３ 中高年の就業対策（就業推進課） 

(1) ミドルチャレンジ事業（（公財）東京しごと財団基金事業） 

一定程度の社会人スキルを有しながらも、非正規での雇用期間が長い中高年層の求職者

（30～54 歳）に対し、セミナーと企業内実習をセットにしたプログラムを提供し、実践的な

職務能力を身につけ、正社員就職につなげる。 

ア セミナー 

参加者に対し、様々な業種、職種について学べるセミナーを実施し、今まで就職先として

視野に入れてこなかった業種、職種についても興味をもたせ、企業とのマッチングの範囲を

広げる。 

イ 合同企業説明会 

参加者と実習先企業とのマッチングを目的として、合同企業説明会を開催し、事業内容や

実習内容等の説明を聞いたうえで、実習先企業を決定する。 

ウ 企業内実習 

企業内実習に協力する企業を開拓する。参加者は、20 日間程度当該企業内において実習を

行い、社会人としての心構えやスキルを身につける。 

   ※受入準備金 協力企業には受入１人につき日額 6,000 円を支給 

※キャリア習得奨励金 参加者には日額 5,000 円を支給 

エ 採用奨励金の支給 

協力企業が企業内実習を全て履行し、その後参加者を正社員など期間の定めのない雇用契

約で採用した場合は、採用から６か月後に採用奨励金を支給する。 

※採用奨励金 正規雇用化１人につき 10 万円 

オ ジョブリーダーによる支援 

事業参加時のカウンセリングから就職後の定着支援まで、ジョブリーダーによる一貫した

支援を行う。 

(2) 東京しごと塾事業（（公財）東京しごと財団基金事業） 

スキルが十分でない中高年層の求職者（30～54 歳）を対象に、正社員として働く上で必要

な実践的能力を習得するプログラムを実施するとともに、就職活動から就職後の職場定着ま

での一貫した支援を講じ、正規雇用化を後押しする。 

ア 職務実習 

グループワークにより、基本的なビジネススキルやコミュニケーション力を習得するとと

もに、業界研究や経験者交流を通じて中小企業理解を深め、正社員として働く心構えを身に

つけるなど、２か月間の実践的な研修を実施する。 

イ 企業とのマッチング支援 

中小企業の採用や人材活用等に精通したジョブトレーナーを配置し、求職者に対して就職

活動に関する相談・助言を行うとともに、企業訪問、企業説明会の開催を通じて、企業との

マッチングを支援する。 
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ウ 職場定着支援 

就職後３か月間は、就職者へのフォローアップ講座や、企業への人材育成講座などを行う

とともに、両者への職場定着支援を行い、就職後の離職を防止する。 

 

４ 高齢者の就業対策（就業推進課） 

(1) はつらつ高齢者就業機会創出支援事業（アクティブシニア就業支援センター事業） 

地域における高齢者の就業機会を創出し、高齢者の就業促進を図ることを目的として、区

市町村が設置するアクティブシニア就業支援センターの実施運営に要する経費を補助すると

ともに、しごとセンターにおいて、必要な指導及び支援等を行う。 

ア アクティブシニア就業支援センターで提供するサービス 

一般社団法人及び一般財団法人等が、無料職業紹介事業の許可を受けて、概ね 55 歳以上

の都民向けに、就業相談、職業紹介を実施する。また、その他地域における多様な就業（創

業・起業、ＮＰＯ等）についての情報を収集・提供する。 

イ 事業内容 

(ｱ)  事業費補助 

アクティブシニア就業支援センターを設置する区市町村に対し、事業費の一部を補助

する。 

［補 助 対 象] 区市町村 

［補 助 基 準］１／２ 

［補助上限額］アクティブシニア就業支援センターの前年度事業実績に応じて、９段階

のランク（440 万円～1,200 万円）を設定（この他初度調弁費等あり）。 

(ｲ)  地域情報システムの運用 

東京しごとセンターと各アクティブシニア就業支援センター間のネットワークにより

求人・求職の管理を行う情報配信システムの運用を行う。（しごとセンター事業） 

(ｳ)  アクティブシニア就業支援センター職員の育成 

アクティブシニア就業支援センター職員を対象に、職業相談及び求人受理等に関する

実務研修を実施する。（しごとセンター事業） 

(ｴ)  地域別合同就職面接会 

しごとセンターとアクティブシニア就業支援センターとの共催による、合同就職面接

会を実施する。（しごとセンター事業） 

(ｵ)  シニア就業支援キャラバン 

アクティブシニア就業支援センターと連携し、アクティブシニア就業支援センター設

置区市近辺において、潜在的求職者の掘り起こしや、高齢者と地元企業のマッチングを

支援するイベントを実施する。（しごとセンター事業） 

(2) シニア就業応援プロジェクト 

高齢者が新たな職場においていきいきと働くことができるように、高齢者の就業を後押し

するとともに、企業において高齢者活用が促進されるよう総合的に施策を展開する。 

ア 企業向けシニア雇用促進事業 
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就業意欲のある高齢者の増加を踏まえ、企業の高齢者雇用の理解と受入準備の支援を行い、

高齢者雇用を行う企業の拡充と、高齢者の雇用促進を図る。 

(ｱ)  シニア雇用促進セミナー 

企業がシニア雇用の理解と受入準備ができるように、シニア人材の活用方法や配慮事

項、企業の活用事例を紹介するセミナーを実施する。一部オンライン配信も行う。 

(ｲ)  シニア雇用に関するコンサルタント派遣 

シニア人材の採用や活用に関する必要な情報やノウハウが不足している企業に対して、

専門家を派遣し、高齢者の受入準備から定着まで、高齢者活用に関するアドバイスを行

う。 

イ 東京キャリア・トライアル 65 

高齢者が派遣社員として企業に短期間の就業を行うことにより、高齢者は当該業界で働く

スキルを身に付け、企業は高齢者を活用するノウハウを取得することで、働く高齢者の活躍

の場を広げる。派遣就業前の高齢者には事前研修を実施する。 

ウ 東京セカンドキャリア塾 

65 歳以上の高齢者を対象に、楽しみながら就職に必要な知識等を学べる長期の講座を行い、

受講生同士の相互交流等を通し、就業意欲の向上を図る。講座終盤には、新たに関連機関か

らの情報収集や企業との面談ができる機会を提供する。また、定年退職前の 50 代から 60 代

前半の中高年齢者（シニア予備群）を対象に、今後のセカンドキャリアに向けて再就職や多

様な働き方について考える一連の講座とともに、職場体験による現場を学ぶ場を設け、セカ

ンドキャリアへ一歩踏み出すためのきっかけ作りを行う。さらに、企業及び中高年齢者（シ

ニア予備群）を対象に、シニアのキャリアデザインの方法やフリーランス等の多様な働き方

を学べるオンライン講座を実施することで、企業における高齢者雇用の促進を図る。 

エ シニアしごとＥＸＰＯ 

高齢求職者を後押しし、高齢者の就業拡大を図るため、都内の高齢者就業に携わる公的機

関の参加を得て、普及啓発イベント等を開催し、併せて合同就職面接会を実施する。イベン

ト内のセミナーや講演の一部についてはオンラインでの配信を行う。 

オ シニア雇用事例普及啓発事業 

都事業を利用して高齢者を継続雇用している企業を取材し、高齢者の活用のポイントやメ

リットなど、高齢者雇用のノウハウが分かるような事例集と動画を隔年で作成するとともに、

Ｗｅｂ広告を活用して事業周知を行い、高齢者の雇用に係る意識啓発を図る。 

(3) 新たな時代のニーズに対応するためのシニアの再活躍応援講座 

豊富な経験や専門的知見を有するシニアが、セカンドキャリアにおいて円滑に職場適応し

即戦力となるため、マインドチェンジを促進する短期間のプログラムを実施し、中小企業で

の活躍を後押しする。 

(4)  シルバー人材センター事業 

シルバー人材センター事業の推進を図るため、区市町村や東京都シルバー人材センター連

合への補助等を行う。 

シルバー人材センターとは、働く意欲をもつ健康な高齢者が、その経験・能力・希望を活
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かし、相互協力のもとに働く機会を確保することにより、高齢者の生活観の充実、健康の保

持、ひいては地域社会の発展に寄与し、その経済的、社会的地位の向上を図ることを目的と

する会員主体の公益法人である。 

ア シルバー人材センターの運営指導等 

都内全域においてシルバー人材センター事業の展開を図るために、シルバー人材センター

の設立指導を行うとともに、区市町村及びシルバー人材センター連合等に対する指導監督を

通じてシルバー人材センター事業の適正な業務運営の確保を図る。 

イ シルバー人材センターに対する助成 

地域におけるシルバー人材センターの事業運営について補助を行う区市町村に対し、その

補助に要する経費の一部を助成する。 

(ｱ)  公益目的事業費補助 

［補 助 対 象］区市町村 

［補 助 基 準］１／２ 

［補助上限額］シルバー人材センターの組織規模等に応じて４段階のランク（931 万

9,000 円～1,249 万 5,000 円）を設定 

(ｲ)  重点推進事業費補助 

多様化する高齢者の就業ニーズに応じて、シルバー人材センターが提案する高齢者の

地域における活躍の推進に向けた意欲的な取組を支援する。 

［補 助 対 象］区市町村 

［補 助 基 準］１／２ 

［補助対象事業］①労働者派遣事業の導入・拡充に係る経費、②地域課題解決・地域

活性化事業の導入・拡充に係る経費、③困難を抱える世帯等への支

援事業の導入・拡充・継続実施に係る経費 

［補助 上限額］補助対象事業ごとに、補助上限額（労働者派遣事業：250 万円、地域

課題解決・地域活性化事業：165 万円、困難を抱える世帯等への支援

事業：100 万円）を設定。 

ウ 高齢者就業推進事業（（公財）東京しごと財団補助事業） 

（公財）東京しごと財団は、都内でのシルバー人材センター事業を展開するに当たり、区

市町村と締結した出捐協定に基づき事業を実施するとともに、高年齢者雇用安定法の指定を

受けた東京都シルバー人材センター連合として事業を実施しており、都はこれに要する経費

を補助する。 

(ｱ) シルバー向け人材開発コースの実施 

シルバー人材センターでの就業を希望する就業意欲のある高齢者が、シルバー人材セ

ンターの希望分野で働くことができるよう、必要な基本知識、技術・技能を付与する講

習を実施する。 

(ｲ)  広域企画提案による就業機会の確保 

労働力人口の減少による人手不足の軽減に寄与するため、シルバー人材センター連合

とシルバー人材センターが協働して、複数エリアに渡る就業場所を持つ人手不足の民間
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企業を主要なターゲットに、積極的に企画提案することで、就業機会の確保を図る。 

また、シルバー人材センター連合の就業開拓ノウハウを活かし、シルバー人材センタ

ー自らが、地域にあるニーズを踏まえた事業提案ができるよう支援する。 

(ｳ)  シルバー人材センターの多様な求人開拓の強化 

シルバー人材センターが、より高度な業務等を希望する高齢者の受け皿にもなれるよ

う、人手不足に悩む企業等からの多様な分野・職種の求人の開拓と会員のマッチングを

支援する。 

(ｴ)  シルバー人材センターのブランド力向上への支援 

地域の高齢者が幅広く参画できる新しい仕事や魅力ある活動の開拓と会員の獲得に主

体的に取り組むシルバー人材センターを支援するとともに、ＤＸを活用したマッチング

の推進により都内シルバー人材センターのブランド力向上を図る。 

(ｵ)  人材情報バンクの整備 

就業機会の確保を図るツールとして、各シルバー人材センターからの人材情報をシル

バー人材センター連合に集約し、シルバー人材センター連合ホームページからの発信を

行うとともに内容の充実、利便性の向上を図り、広報発信力を強化する。 

(ｶ)  安全・適正就業の推進 

会員の安全就業を推進するため安全活動強化支援員を２名配置し、詳細な事故分析を

基礎とするＰＤＣＡの定着を図り、リスクヘッジ型の安全就業対策を展開するとともに、

適正就業指導員１名を配置し、都内 58 シルバー人材センターの就業現場への巡回指導を

行う。 

(ｷ)  福祉・家事援助サービスの推進 

シルバー人材センターの会員が安心して就業できるよう家事援助・生活援助に必要な

能力を付与する研修を実施する。また、シルバー人材センターと関係機関との連携を進

め、コーディネーター及び会員の育成、支援を図ることにより、新たな就業先の確保や

円滑な事業実施に資するため、家事援助アドバイザーをシルバー人材センター連合に配

置する。 

(ｸ)  シルバー人材センター等労働者派遣事業の実施 

従来から実施している請負の形態に加え、発注者からの指揮命令を受ける職種への就

業が可能な労働者派遣事業を拡大し、地域からの事業ニーズに応えると同時に、会員の

就業機会拡大と新規会員の増加を図る。 

(ｹ)  これからシルバー応援ＦＥＳＴＡ 

働きながら生きがいづくりを希望する多くの高齢者に向け、従来のように労務系だけ

でなく、新たな職域の分野で働くことのできるシルバー人材センターの魅力や、ライフ

スタイルに合わせた無理のない働き方を選択できるメリット等を広く発信するため、連

合がけん引役となってシルバー人材センターのイメージアップと会員拡大を図るイベン

トを都内各地にて年７回実施する。 

また、50 周年の節目を迎えることから、シルバー人材センター創設 50 周年記念イベン

ト（シルバー人材センター50 周年 応援ＦＥＳＴＡ2025）を開催する。 
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(ｺ)  シルバー人材センター高齢ひとり世帯等サポート事業 

長きに渡り地域社会に密着した活動を行っているシルバー人材センターの高齢ひとり

世帯等への取組に支援を行い、課題の解決を図るとともに、同世代のシルバー会員が訪

問することで、身近な地域での多様な就業やユニークな活動を提供し、高齢者の生きが

いやフレイル予防にも資する役割を担うシルバー人材センターの魅力について、認知の

機会を広げる。 

(ｻ)  シルバー人材センター連合事業 

     高年齢者雇用安定法に基づき、都道府県ごとにシルバー人材センターを会員とする

「シルバー人材センター連合」が設立されており、国庫補助事業（国と都道府県が１／

２ずつ、シルバー人材センター連合に指定された団体に補助（限度額あり））として、都

道府県下全域においてシルバー人材センターの支援事業を展開している。 

なお、都では（公財）東京しごと財団を「東京都シルバー人材センター連合」として

指定している。 

ａ シルバー体験講習 

地域の一般高齢者に、退職後の新たな働き方の選択肢の一つであるシルバー人材セン

ターの具体的内容を理解してもらい、入会につなげるため、シルバー人材センターの就

業体験を含めた講習を実施する。 

ｂ 活動分野拡大事業 

シルバー人材センターの就業開拓担当者などの育成、就業職種の拡大の検討及び実施

を効果的に行うために、就業推進員を設置し、就業機会の確保をより一層推進する。 

ｃ 職域拡大技能講習事業 

事務系分野や家事援助分野等での職域拡大を目的に、各シルバー人材センターにおい

て事業実施に当たってのキーパーソンとなる会員向けに、他の会員に対する指導力を養

成する職域拡大技能講習を実施する。 

 

５  女性の就業対策（就業推進課） 

(1) テレワークを活用した女性の雇用拡大事業 

育児・介護等と仕事の両立を図る女性の就業に向けて、再就職準備プログラムや個別カウ

ンセリングを実施するとともに、参加者ニーズに合致したテレワークが可能な求人を開拓し、

女性求職者とテレワークが可能な企業とのマッチングを支援する。 

(2)  レディＧＯ！Project プラス 

女性の就業拡大に向けた機運を意識啓発により醸成し、家庭との両立を図りながら再就職

を目指す女性等に対し、オンラインセミナーの配信やオンラインのキャリアカウンセリング

等を実施することで就職意欲を高め、子育てと仕事の両立に協力的な企業との合同就職面接

会を年５回、都内各地で開催することで、女性の就業を後押しする。 

(3) 女性活躍推進企業等との合同就職面接会 

ライフ・ワーク・バランスの実現をより一層効果的に促進するため、従業員が生活と仕事

を両立し、いきいきと働ける職場の実現に向け優れた取組を実施している企業である「東京
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ライフ・ワーク・バランス認定企業」や女性活躍推進企業等のうち、特に家庭と仕事の両立

に関し、優れた取組を実施している企業と非正規雇用で働く女性等とのマッチングの場とし

て、合同就職面接会を託児付きで開催する。 

なお、「ライフ・ワーク・バランスＥＸＰＯ」と一体的に開催することにより相乗効果を創

出し、正規雇用化の促進を図る。 

(4) 女性しごと応援ナビ 

女性活躍の更なる推進に向けて、就職活動や仕事に関する悩みを解消するための「オンラ

インキャリアカウンセリング」や、様々な「はたらく選択肢」の紹介を通年で実施する。加

えて、従来のはたらくイメージを変えて、自身の可能性を発見していただくための３日間の

オンラインイベント「女性しごとＥＸＰＯ」を開催し、女性の就業を後押ししていく。 

 

６ 障害者の就業対策（就業推進課） 

(1) 重度障害者等の雇用対策 

雇用情勢がとりわけ厳しい重度障害者等の雇用の安定及び推進を図るため、関係機関との

連絡会を開催するとともに、重度障害者多数雇用事業所である第三セクター企業の指導等を

行うほか、啓発用ハンドブックの作成等、一般企業への普及・啓発を行う。 

(2) 中小企業障害者雇用支援助成事業 

障害者や難病患者を雇用し、国の特定求職者雇用開発助成金（特定就職困難者コース又は

発達障害者・難治性疾患患者雇用開発コース）の受給を満了した事業主のうち、就労場所が

都内であること等を要件として、引き続き都が独自に最長３年間賃金助成（重度障害者等：

１人当たり月額６万円（定額）、それ以外の障害者：１人当たり月額３万 6,000 円（定額））

を行う。 

(3) 障害者安定雇用奨励事業 

障害者等を正規雇用や無期雇用で雇い入れた事業主に対し、奨励金（障害者等１人当たり

中小企業：150 万円、大企業：100 万円）を支給する。また、障害者等を有期雇用から正規雇

用や無期雇用に転換した事業主に対し、奨励金（障害者等１人当たり中小企業：120 万円、大

企業：100 万円）を支給する。さらに、精神障害者を正規雇用や無期雇用で雇い入れた場合、

正規雇用や無期雇用に転換した場合は、上記に 30 万円を加算する（企業規模不問）。 

(4) 難病・がん患者就業支援事業 

難病やがん患者の雇入れや復職時の就業継続に向けた取組を行う事業主に対し、採用奨励

金（企業規模不問）・雇用継続助成金（中小企業）（週所定労働時間に応じて最大 70 万円）を

支給する。さらに、対象となる労働者の雇入れや復職時に、治療と仕事の両立に配慮した制

度や産業保健スタッフへの相談体制を新たに整備した場合、最大 30 万円を加算する（企業規

模不問）。 

(5) 企業に対する障害者雇用普及啓発事業 

障害者法定雇用率を達成している都内企業のうち、障害者の能力開発や処遇改善を積極的

に行うなど、障害者雇用の特色ある優れた取組を行っている企業を顕彰するとともに、好事

例の発信を行う。 
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(6) ＴＯＫＹＯ障害者マッチング応援フェスタ 

東京労働局等と連携し、区部会場、多摩会場にて、就業を希望する障害者と障害者雇用に

取り組む企業をマッチングする「障害者就職面接会」を実施する。併せて、「職場体験実習面

談会」や障害者雇用に携わる関係機関及び業界団体等と連携し「普及啓発イベント」も開催

し、面接に参加する障害者の職業準備性の向上のほか、障害者雇用を検討している企業等の

障害者雇用の取組を促進させる。 

(7) チャレンジ雇用 

知的障害者、精神障害者の雇用機会の拡大を目指し、地方自治体として都庁におけるチャ

レンジ雇用を推進するため、都庁内において知的障害者、精神障害者を雇用する事業を実施

し、一般企業などへの就職に向けたキャリア形成の充実を図る。 

(8) 中小企業障害者雇用応援連携事業 

都、（公財）東京しごと財団、国（東京労働局・ハローワーク）、都内障害者就労支援機

関が連携し、障害者雇用を進めていく必要のある中小企業に対し個別訪問等を行い、企業の

ニーズに応じた情報提供や支援メニューの提案等を行う。 

(9) 職場内障害者サポーター事業（（公財）東京しごと財団基金事業） 

企業における自立的な障害者支援を推進するため、企業の人事担当者や障害者と一緒に働

く職場の社員を対象に、障害者支援のノウハウが学べる養成講座を実施するとともに、一定

の条件を満たした企業には奨励金（１事業所当たり中小企業：24 万円、大企業・特例子会

社：12 万円）を支給する。 

(10) 持続可能な障害者雇用における業務開拓・実践事業 

障害者の新たな業務開拓・ニューロダイバーシティ（※）の観点から、トライアル雇用に

より障害者雇用の新たな可能性を模索するとともに、Ｗｅｂサイトやシンポジウムを通じて

普及啓発を図る。 

※脳や神経、それに由来する個人レベルでの様々な特性の違いを多様性と捉えて相互に尊

重し、それらの違いを社会の中で活かしていこうという考え方 

(11) 分身ロボットを活用した新たな働き方の支援事業 

働く意欲のある重度障害者等がその適性に応じて能力を十分に発揮することができるよう、

遠隔操作が可能な分身ロボット等を活用した職域開拓を都庁舎等で行い、新たな働き方を創

出する。併せて、働き方の実践を通じて障害者の働き方に係る普及啓発等を行い、障害者雇

用に係る理解を深める。 

(12) 中小企業障害者雇用スタート支援奨励事業 

   障害者を１人も雇っていない中小企業が初めて障害者を雇用した場合に、受入れ初期段階   

の体制整備の構築を後押しするため奨励金を支給する。対象労働者の週所定労働時間が 20 時

間以上 30 時間未満の場合は 60 万円、30 時間以上の場合は 90 万円を支給する。対象労働者

が、重度障害者、45 歳以上又は精神障害者の場合で、週所定労働時間が 10 時間以上 20 時間

未満のときは 30 万円を支給し、20 時間以上のときは上記の週所定労働時間に応じた支給額

に 30 万円を加算して支給する。 

(13) 障害者就業推進事業（（公財）東京しごと財団補助事業） 
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（公財）東京しごと財団が企業等に対し、障害者雇用の普及啓発を図り、また就職後の職

場定着の支援等の施策を行い、一般就労への促進を図るため、障害者雇用就業総合推進事業、

東京ジョブコーチ支援事業を実施し、これに対する経費を補助する。 

ア 障害者雇用就業総合推進事業 

障害者雇用就業サポートデスク、就業に関する総合相談会、障害者就活セミナー、普及啓

発セミナー、特例子会社向けセミナー、障害者雇用実務講座、企業見学支援事業、職場体験

実習開拓・紹介、職場体験実習助成事業、障害者雇用ナビゲート事業等を実施し、障害者の

一般就労の拡大を図る。 

イ 東京ジョブコーチ支援事業 

障害者の職場定着支援として、登録した都独自のジョブコーチの質の向上のため、東京ジ

ョブコーチ人材養成研修を実施するとともに、企業のニーズに応え、初めて障害者を雇用す

る中小企業等に出向いて支援を行う。 

 

 

７ 山谷地区就労対策（就業推進課） 

山谷地域の日雇労働者の就労機会を確保するため、労働者に対する職業相談、職業紹介、事業

所に対する求人開拓など、就労機会の確保のための取組を進める。 

(1) （公財）東京都福祉保健財団城北労働・福祉センターに対する助成 

（公財）東京都福祉保健財団城北労働・福祉センターが都の行う「山谷対策総合事業計

画」に協力して実施する山谷地区居住日雇労働者の就労対策事業に要する経費を補助するこ

とにより、山谷地区就労施策の推進を図る。 

(2) 特別就労対策 

「山谷対策総合事業計画」に基づいて、日雇労働者の求人確保策として、産業労働局が、

関係事業局、職業紹介機関の協力を得て公共事業（都立公園、東京湾埋立地や都道の清掃な

ど都からの仕事発注）を実施し、日雇労働者の就労機会の確保と生活の安定を図る。 

 

職場定着支援事業 
委託法人（ＮＰＯ等） 

 

支援 

東京都 

東京ジョブコーチ支援事業スキーム 

（公財）東京しごと財団 
障害者就業支援課 
 
募集・登録管理・審査等 

 
養成研修事業 

東京ジョブコーチ（有償ボランティア） 
 
・就労関係機関ＯＢ 
・障害者就業・生活支援センター等の 
 地域就労支援機関の非常勤職員等 

養成研修  

利用者 
 
・企業 
・障害者など 

支援申込  

 

直営 

 

委託 

 
支援指示 
活動費支払 

 
補助 

 
 登録 

- 260 -



 

 

 

 

 

 

８ 中小企業人材確保支援（調整課・就業推進課・労働環境課） 

(1) 人材確保支援事業 

人材確保に課題を抱える中小企業等に対し、採用に関する相談や専門家によるコンサルテ

ィング等を通じて支援する。 

ア 中小企業人材確保総合サポート事業（（公財）東京しごと財団基金事業） 

企業の人材確保に関する相談窓口を設置するとともに、セミナーや専門家派遣等を通じて、

人材戦略の構築から、女性・高齢者、副業・兼業人材、専門・中核人材等の幅広い人材の採

用・活用まで、中小企業等の人材確保を総合的に支援する。 

(ｱ) 人材確保相談窓口 

企業の求人活動、採用支援等に精通した専門相談員を配置し、採用に悩みを抱える中

小企業等の相談に対応する。（採用に関する一般相談、専門・中核人材の採用相談、女性、

高齢者等の活用相談、副業・兼業人材の活用相談） 

(ｲ)  専門相談窓口  

ａ 専門・中核人材専門相談窓口 

ｂ 副業・兼業人材専門相談窓口 

(ｳ)  人材確保セミナー 

労働市場の動向、採用計画の考え方、求職者の企業選択の視点等の人材確保をテーマ

とした一般セミナー及び若年求職者を取り巻く労働市場の動向、Ｗｅｂサイト・ＳＮＳ

等を活用した採用活動等の若年者採用をテーマとした若年者採用セミナーを実施する。 

      (ｴ)  多様な人材活用セミナー 

女性・高齢者等を取り巻く労働市場の動向、多様な人材活用のメリット、人材活用成

功事例の紹介等の多様な人材活用をテーマとしたセミナーを実施する。 

(ｵ)  副業・兼業人材活用セミナー 

     自社の従業員に対する副業・兼業の承認や、副業・兼業人材の受入れ・活用に関する

理解促進を図るセミナーを実施する。 

      (ｶ)  スタートアップ企業向け人材確保課題解決セミナー 

スタートアップ企業の人材確保の課題解決に資するセミナーを実施することで、スタ

ートアップ企業への人材確保支援を強化する。 

(ｷ)  専門家派遣によるコンサルティング支援 

即戦力人材、女性・高齢者、副業・兼業人材等企業が求める人材の確保に向けたコン

サルティング支援を実施する。 

(ｸ)  専門アドバイザーの設置 

ａ 女性活用アドバイザー 

女性活用を検討する企業の採用を支援するため、女性活用に精通した専門家を派遣す

る。 

ｂ 副業・兼業人材活用アドバイザー 

副業・兼業人材の活用を検討する企業を支援するため、副業・兼業人材の活用に精通
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した専門家を派遣する。 

ｃ 専門・中核人材採用アドバイザー 

採用が困難な専門・中核人材の確保を検討する企業を支援するため、専門・中核人材

の採用に精通した専門家を派遣する。 

(ｹ)  ツアー型マッチング支援 

     ハローワークのダイレクト方式による採用手法等を活用し、企業が求職者とのマッチ

ングのために自立的に実施する事業所の見学と面接等を組み合わせた施策構築を支援す

る。 

(ｺ)  好事例集作成  

     支援企業の中から、中小企業の採用において参考となるような事例を事例集としてま

とめ、広く配布する。 

      (ｻ)  業界課題に対応した人材確保好事例セミナー 

      「業界別人材確保強化事業」等と連携し、中小企業への波及効果が高い取組を紹介す

る好事例セミナーを開催する。 

(ｼ)  人材確保に向けた人材戦略の構築に関する支援 

ａ 経営者向けセミナー 

中小企業等の経営者等を対象に、人材戦略構築や人材マネジメントを行うための基本

的な考え方やプロセスを習得するとともに、自社の戦略を実行していく具体的な方法を

考察できるセミナーを実施する。 

ｂ 人材戦略構築コンサルティング 

支援企業の現状や経営目標等を踏まえた人材戦略や人材マネジメントの基盤づくり、

具体的な進め方等に関するコンサルティングを実施する。 

イ 人材課題サポートガイド事業 

都を中心として、各支援機関が連携し、人材確保に係る多様な公的支援メニューを中小企

業に情報提供し、その活用を促すことにより、人材課題の解決を促進する。 

(ｱ)  連絡調整会議 

各支援機関による連絡調整会議を開催し、人材確保に係る公的支援メニューを中小企

業に情報提供するための連携の仕組みを検討、事業ニーズや紹介したメニューの報告等

を実施する。 

(ｲ)  人材課題を抱える中小企業の掘り起こし 

ａ 事前診断 郵送によるアンケート及び診断シートのＷｅｂ公開 

ｂ 金融機関等による紹介 

(ｳ)  既存事業を活用した企業訪問 

アンケート及び診断シートを活用し、既存事業の専門家（※）が企業を訪問、各企業

の課題に応じて、適切なメニューを紹介する。 

      ※中小企業人材確保総合サポート事業の専門家、中小企業人財推進事業の「人財ナビ

ゲータ」を活用 

(ｴ)  情報交換会 
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      人材確保に係る公的支援メニューの担当者同士の交流・連携を深める情報交換会を開 

催し、人材確保に係る公的支援メニューを中小企業に情報提供するための連携の仕組み 

の底上げを図る。 

ウ 労働者協同組合の設立等の支援 

労働者協同組合に係る各種届出等の受付を行うとともに、労働者協同組合の設立や運営を

後押しするため、相談窓口の運営やＷｅｂサイトを活用した情報発信を行う。 

(2) 中小企業の外国人材受入支援事業 

ア 外国人材受入総合サポート事業 

「東京外国人材採用ナビセンター」において、外国人採用に悩む中小企業の相談に常時対

応するとともに、外国人材の活用を希望する企業へコンサルタント派遣等を行うことで、多

様化する外国人材の受入れをきめ細かに支援する。 

(ｱ)  「東京外国人材採用ナビセンター」の運営 

外国人材受入れを希望する企業に対し、ワンストップで支援を行う。また、就労を希

望するウクライナ避難民等や、採用を検討している都内中堅・中小企業を対象に、「東京

都ウクライナ避難民等就労相談窓口」において、就労に関する相談を受け付ける。 

［所 在 地］東京都新宿区四谷１－２ 

［開所時間］月～金曜日 ９：00～17：00 

［支援内容］外国人材の採用や活用に関する相談、当事業の紹介及び申込受付、他機

関の支援サービス紹介等 

※上記に加え、外国人材向け相談デスクでは、外国人労働者特別相談会

において出張相談を実施（年１回、２日間） 

(ｲ)  外国人材受入に関するコンサルタントの派遣  

外国人材の採用・活用に必要な情報やノウハウが不足している中小企業に、採用から

定着まで、企業の受入段階に応じたきめ細かな支援を展開することにより、企業の多様

な外国人材ニーズに対応していく。 

［実施規模］年間延べ 115 回（１社最大５回） 

※うち 25 回は、ウクライナ避難民等の採用検討企業向け 

［支援内容］外国人材受入に関する企業の課題の整理、雇用環境整備の支援、求人方

法のアドバイス、就業規則の改正の支援等 

(ｳ)  外国人材の採用・就職に向けた支援 

中小企業と外国人材双方に対し、採用・就職に関する情報やノウハウを提供するとと

もに、交流と就職マッチングに向けた支援を行う。 

ａ 中小企業向け 

・採用セミナー（年 200 人程度、年２回） 

・出張版業界団体等向け外国人材受入支援セミナー（年３回） 

ｂ 外国人材向け 

・小規模セミナー、先輩社会人との交流会等 （年 16 回程度） 

ｃ 教育機関向け 
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・留学生の就職支援ノウハウに関するセミナー （年 100 人程度、年１回） 

ｄ 中小企業と外国人材向け 

・インターンシップ（35 社程度、１回につき５日間程度） 

・合同企業説明会（年５回、１回当たり 10 社・50 人程度） 

・中小企業トップ層と外国人材の交流マッチングフェア（年２回、１回当たり５

社・30 人程度）  

     ｅ 中小企業と教育機関向け 

・情報交流会（年１回、20 社・50 教育機関程度） 

     ｆ 外国人材と教育機関向け 

・出張版留学生向け就職セミナー（年６回） 

(ｴ)  企業と外国人材との相互理解促進に向けた支援 

外国人材が都内中小企業で活躍できるよう、都内中小企業に対して、受入れのための

支援を行う。 

・採用・定着講座 

年６回（20 名×３コマ×２クール） 

      年２回（10～20 名×１コマ×２回）※ウクライナ避難民等の採用検討企業向け 

・中小企業向け外国人材受入マニュアル作成 （3,000 部） 

イ 海外高度人材獲得支援事業 

海外在住の高度な専門知識や技術を有する外国人材（高度外国人材）に対し、東京の中小

企業の魅力を身近に感じられるようなＰＲを実施することで、都内中小企業への就職意欲向

上を図る。さらに、都内中小企業と高度外国人材に対し、マッチングや就業体験の機会を提

供することにより、高度外国人材の都内中小企業への就職を促進する。 

(ｱ)  人材誘致プロモーション  

海外在住の高度な専門知識や技術を有する外国人材（高度外国人材）と企業交流の場

を設けることで、相互理解を深めるとともにマッチングを促進する。 

［実施内容］ 

・都内企業を招いた合同企業説明会 

・面接ブースの設置 

・就職相談コーナーの設置 

・海外啓発イベント（ミニセミナー） 

［実施規模］ 

アジア５か国（各回 20 社程度） 

(ｲ)  高度人材インターンシップ 

［実施内容］ 

高度外国人材に都内での就労生活を体験してもらい、都内中小企業の魅力を伝え就

職意欲向上を図る。中小企業には高度外国人材の受入体験をしてもらうことにより、

受入環境の整備につなげる。 

［実施規模］ 
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年間 40 人程度 

期間 最長３か月 

(ｳ)  相談デスクの設置 

［実施内容］ 

東京で働くことに関する相談窓口を海外に設置し、外国人材の相談に対応する。 

［実施規模］ 

５か国以上 

(ｴ)  Ｗｅｂサイト「東京で働こう。」を用いた情報発信 

外国人材活用の好事例や、外国人材の活躍事例等の紹介を通じ、東京で働くことの魅

力を発信する。 

(3) ＴＯＫＹＯ特定技能Ｊｏｂマッチング支援事業 

人手不足に悩む特定技能分野の都内中小企業に対し、外国人材とのマッチングの機会を提

供し、受入準備に関するコンサルティングを実施するなどきめ細かな支援を提供することで、

特定技能外国人の雇用を促進する。また、特定技能２号の対象分野拡大に伴い、中小企業に

おける特定技能２号人材の活用につながる支援も併せて実施する。 

  ア 特定技能１号対象 

(ｱ)  特定技能外国人の受入れを希望する中小企業向け 

・事業説明会 

・コンサルタント支援 

（社内体制整備支援／行政機関手続支援／支援計画実施状況届出等作成支援） 

(ｲ)  都内での就労（特定技能分野）を希望する外国人材向け 

・事前セミナー 

・企業紹介資料の提供 

・特定技能評価試験受験に向けたジョブサポーター支援 

(ｳ)  中小企業向け・外国人材向け 

・マッチング支援 

・事例集の作成 

イ 特定技能２号対象 

(ｱ)  特定技能２号外国人の活用を目指す中小企業向け 

・勉強会、情報交換会 

・コンサルタント支援 

(ｲ)  特定技能２号を目指す特定技能１号外国人向け 

・技能評価試験に係る情報発信 

・技能評価試験対策集中講座 

(4)  外国人社員とのコミュニケーション力向上支援事業 

外国人材の企業での活躍や定着を図るため、外国人社員への日本語教育等支援に加え、受

入側の中小企業社員の英語力の向上を図り、双方の文化を理解しながら、コミュニケーショ

ンを深められる取組を実施する。  
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ア 外国人材の育成・定着に向けた支援 

   就職を希望する留学生や既に働いている外国人材に対して語学支援等を実施する。 

(ｱ)  就職を希望する留学生等外国人材向け 

・ビジネス日本語講座（５日間を１セット・年３回程度） 

・ビジネスマナー講座（年３回程度） 

(ｲ) 働いている外国人材向け 

・ビジネス日本語 e ラーニング研修（年 200 人程度） 

 イ 中小企業の外国人社員に対する研修等支援 

   中小企業が外国人従業員に対して実施する日本語教育支援等に係る経費の一部を負担する。 

(ｱ) 一般コース 

   [対 象]外国人社員に対して、ビジネスに必要な日本語教育を行う都内中小企業等 

 [補助率]標準プラン（50 時間以上）  １／２（１社当たりの補助上限額 25 万円） 

       短時間プラン（30 時間以上） １／２（１社当たりの補助上限額 15 万円） 

(ｲ) ウクライナ避難民採用企業コース 

[対 象]ウクライナ避難民である外国人社員に対し、ビジネスに必要な日本語教育を行う

都内中堅・中小企業等 

   [補助率]標準プラン（50 時間以上）  10／10（１社当たりの補助上限額 50 万円） 

       短時間プラン（30 時間以上） 10／10（１社当たりの補助上限額 30 万円） 

 ウ 英語力向上・コミュニケーション促進支援 

企業の現状やニーズを踏まえてオーダーメイドでプログラムを構築し、導入セッションか 

らディスカッション（グループワーク）までの一連をきめ細かく伴走支援する。 

(ｱ)  日本人社員向け 

   ・導入セッション（２時間×２回程度） 

    ・英語研修（1.5 時間×10 回程度） 

(ｲ)  日本人社員及び外国人社員向け 

・ディスカッション（グループワーク）（２時間×５回程度） 

(5)  中小企業しごと魅力発信プロジェクト 

若者・女性等に対して、中小企業で働く魅力をＷｅｂサイトや冊子等で発信するとともに、

企業と若者等が直接交流し、相互理解を深めるイベントなどの事業を実施し、中小企業のイ

メージアップ・就業促進を図る。 

  ア 「東京カイシャハッケン伝」（Ｗｅｂサイト及び冊子） 

（Ｗｅｂサイト：通年、冊子発行回数：年４回） 

ものづくり分野（製造・建設・ＩＴ）をはじめ、人材ニーズが高まるサービス業等におい

て、人材育成の取組等を積極的に行っている都内の中小企業を若者・女性等に向けて広く紹

介する。 

  イ 企業紹介ショートムービーの作成（年 90 社程度） 

１社 10 秒程度で企業の特徴を紹介する動画を作成・Ｗｅｂサイトに掲載し、効率的に企

業探しができるようにする。 
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ウ 業界ＰＲ動画の作成（年８種類） 

紹介した様々な業種の職場や現場、実際の作業風景等を撮影し、より身近に中小企業の魅

力を感じられる動画をＷｅｂサイトに掲載する。 

エ しごと体験ワークショップ（年 25 回） 

Ｗｅｂサイトで紹介した中小企業に若者、女性等をバス等で案内し、職場・現場見学、体

験や経営者、社員との交流など中小企業への理解を深めるプログラムを実施する。 

オ 産業交流展「中小企業魅力発見ツアー」（年１回） 

都が主催する中小企業の見本市である「産業交流展」の出展企業ブースへ若者、女性等を

案内し、経営者や社員と交流する見学ツアー等を実施する。 

カ 中小企業情報交流会（年２回） 

中小企業と教育機関等が一堂に会し、企業情報や採用・就職に関する情報交換等を通じて、

相互の理解を深める交流会を実施する。 

キ 女性の再就職応援交流会（年２回） 

「東京カイシャハッケン伝」の掲載企業等と、再就職を希望する女性との交流会を実施す

る。 

(6) 中小企業人財推進事業（（公財）東京都中小企業振興公社補助事業） 

中小企業の人財推進をナビゲートするため、専門家によるハンズオン支援のほか、セミナ

ーの開催など、中小企業における人材の確保から育成・定着までを一貫して支援する。また、

ものづくり中小企業については、工科高校生等の現場体験を受け入れることでその魅力を発

信していくとともに、技能を受け継ぐ人材の定着を支援する。 

  ア 人財ナビゲート支援 

   (ｱ)  人財ナビゲータハンズオン支援 

      人財ナビゲータ（12 名）を配置し、企業の個別ニーズに応じた人事制度の見直しや組

織風土改革、体系的な人材育成策の取組を伴走支援する。 

     (ｲ)  活性化セミナー 

中小企業の人材活用や組織の活性化、人材定着等に資するテーマを設定し、具体的な

手法やノウハウを提供する。（年８回） 

     (ｳ)  人財支援ツールの作成・提供 

人財づくりに寄与するハンドブックの作成や、エッセンス動画（４コンテンツ）を配

信し、タイムリーに情報収集ができるツールを整備する。 

(ｴ)  ＨＲテック試験導入支援 

人材課題解決に資するＨＲテックの活用を模索する中小企業に向けた導入セミナー

（年４回）を実施するとともに、試験的活用の機会（計 10 社）を設け、人材の確保・育

成・定着の取組を後押しする。 

  イ ものづくり中小企業魅力体験受入支援 

        中小企業による工科高校生や高専生の職場体験の受入れを促進するため、受入奨励金を支 

給する。（8,000 円／人・日) 

ウ ものづくり中小企業技能人材定着支援 



 

 

 

 

 

中小企業に就職した若手職員に対して、技能人材サポーターによる技能人材定着支援を実

施（20 社）（若手社員とベテラン職人との潤滑サポートによる技能伝承伴走等）するととも

に、技能人材交流会を年１回（10 社）開催する。 

 (7) 業界別人材確保強化事業（（公財）東京しごと財団基金事業） 

各業界において人手不足が深刻化する中、中小企業は業種や業態によって人材確保に関す

る課題が異なっていることから、業界団体の要望や状況に応じてカスタマイズでの支援を行

うとともに、業界団体の自主的な取組に対し、経費を助成することにより、業界全体の人材

確保を推進する。 

  ア 実施内容 

(ｱ)  カスタマイズ支援 

  これまでの業界団体への支援実績やノウハウ等を活用し、採用支援や多様な人材活用

の推進などのテーマを設定し、業界団体の希望やニーズを受け、人材確保の課題に沿っ

た支援メニューを組み合わせカスタマイズした支援を実施する。 

(ｲ)  業界団体取組支援 

各業界特有の課題解決に向けて、団体が独自に行う人材確保の取組に対して経費を一    

部助成する。 

  イ 事業規模 

(ｱ)  15 団体 

(ｲ)  15 団体程度（うち特例５団体） 

［助成率］１／２ 

［上限額］１団体当たり 3,000 万円 

※特例（介護・建設・運輸）の場合、１団体当たり 5,000 万円 

  ウ 事業期間 

    １事業当たり２年間 

(8) 中小企業人材確保のための奨学金返還支援事業（（公財）東京しごと財団基金事業） 

若手技術者が不足している中小企業の中核人材確保を支援するため、奨学金を利用してい

る大学生等が中小企業に就職し、継続して在籍した場合、奨学金返還をサポートする中小企

業の取組を支援する。 

ア 支援対象 

    若手技術者を採用する建設・ＩＴ・ものづくり分野の中小企業 

   イ 実施内容  

(ｱ)  支援対象中小企業の企業情報・魅力等を発信 

(ｲ)  奨学金を利用している大学生等を、(ｱ)の中小企業が採用した場合、就職後３年間、奨    

学金返還費用相当額の一部を助成 

         ※都と中小企業が同額を負担（上限 150 万円） 

(9) ＤＸ・ＧＸ時代を担う専門・中核人材戦略センター事業 

（（公財）東京しごと財団基金事業） 

ＤＸ・ＧＸ推進をはじめ、企業の課題解決に寄与する人材の確保を必要とする都内中小企
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業等に向け、「専門・中核人材戦略センター」を設置し、人材戦略マネージャーによるアウト

リーチ型の支援を実施するとともに、金融機関や関係機関、大企業等とも連携し、企業開拓

からマッチング・定着まで一気通貫で支援する。 

ア 専門・中核人材戦略センターの運営 

(ｱ)  相談窓口（中小企業人材確保総合サポート事業と連携し運営） 

(ｲ)  人材戦略マネージャーによる企業訪問 

(ｳ)  啓発セミナーの実施 

(ｴ)  大企業等の専門人材と中小企業との交流会の実施 

イ 人材確保に要する費用の助成  

中小企業等が本事業を利用し人材確保に至った場合に、その費用の一部を助成する。 

［助成率］フルタイム１／２（上限 100 万円）、副業・兼業２／３（上限 50 万円） 

(10) ＥＳ（社員満足度）向上による若手人材確保・定着事業 

（（公財）東京しごと財団基金事業） 

若手人材の確保・定着に向けて、ＥＳ（Employee Satisfaction 社員満足度）の向上を目

指す都内中小企業等を、専門家派遣及び助成金により支援する。 

［規 模］60 社 

ア ＥＳ向上に向けた取組計画の作成支援（専門家派遣） 

若手人材の採用・定着や福利厚生制度の充実等について知見を有する専門家を企業に派遣

し、取組計画の作成を支援する。（１社当たり最大３回） 

イ ＥＳを高める取組への助成 

取組計画を作成しＥＳ向上の取組を実施した企業に、経費の一部を最長３年間助成する。

（住宅の借上げ、食事等の提供、健康増進サービスの提供のうち２つ以上の実施が要件） 

［助成率］１／２ 

［上限額］住宅：年間 200 万円 食事：年間 50 万円 健康：年間 50 万円 

 

９ 成長産業人材雇用支援事業（就業推進課）（（公財）東京しごと財団基金事業） 

  成長産業分野での就職を希望する求職者を対象に、労働者派遣のスキームを活用し、派遣社員

として働きながら、複数の業種や職種を経験し、適職を探しながら正社員としての就職を目指す

支援を行う。 

 

10 デジタル人材確保・就職促進事業（就業推進課） 

デジタル産業に特化した合同就職面接会を実施する。デジタル分野未経験者でもエントリー可

能な求人に加え、デジタル中核人材の求人も開拓し、中小企業のＤＸ人材確保のニーズに対応し

ていく。（年３回実施、来場見込 1,500 人、参加企業 200 社） 

 

11 奨学金返還支援企業とのマッチング促進事業（就業推進課） 

人手不足に悩む中小企業に対し奨学金返還支援制度など人材確保対策の普及を図るとともに、

こうした働き手の経済的サポートに取り組む中小企業等と奨学金の返還を抱える求職者とのマッ
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チングの機会を提供し、求職者の経済的安定と企業の人材確保を後押しする。（年１回実施、来

場見込 200 人、参加企業 30 社） 

 

12 ものづくり産業人材確保支援事業（就業推進課） 

 地域の経済団体など関係機関により構成される協議会と連携し、地域経済を支えるものづくり

産業において、人材を必要としている地元企業の情報提供を受けて求人を開拓しつつ、都内の潜

在的な利用者に働きかけ、派遣制度のスキームを活用して、一定の収入を得ながら正社員就職を

目指す支援を行う。 

 

13 業界連携再就職支援事業（就業推進課）（（公財）東京しごと財団基金事業） 

 人材を確保したい業界団体と連携し、業界知識と技能を付与する短期間の講習プログラムと業

界傘下企業とのマッチングを組み合わせた再就職支援を実施する。 

 

14 産業分野別人材確保・就職促進事業（就業推進課） 

人材供給の強化が求められる成長産業分野や人材確保の課題を抱える産業分野への人材シフト 

を強化するため、求職者と企業とのマッチングイベントを実施する。（年３回実施、来場見込

1,800 人、参加企業 300 社） 

 

15 就職チャレンジ多摩事業（就業推進課）（（公財）東京しごと財団基金事業） 

多摩地域において、セミナーやグループワークを経て、企業内実習やマッチング支援を行うプ

ログラムを提供し、正規雇用化を図る。 

就職準備度別に２コースを設定し、就職準備度の低いコースでは、セミナーやグループワーク

参加後、企業内実習、合同就職面接会に参加して正社員就職を目指す。就職準備度の高いコース

では、セミナーやグループワーク参加後、企業見学・体験や合同就職面接会に参加して正社員就

職を目指す。 

 

16 緊急就職支援事業（就業推進課）（（公財）東京しごと財団基金事業） 

東日本大震災の被災者及び避難者で都内での就職を希望する方に対して、しごとセンター事業

と連携した就業支援、就職後支援及び職場定着支援を行う。併せて、要件を満たす雇用先企業に

対して採用助成金を支給する。 

(1) 就職後支援員による支援 

企業の人事担当ＯＢ等を配置し、求職者や採用企業に対して支援を行う。 

（求 職 者向け）就職後の相談・助言の実施 

（採用企業向け）人材育成等に関する相談・助言の実施 

(2) 採用助成金 

事業対象者を、正社員など期間の定めのない雇用契約又は６か月以上の有期雇用契約によ

り６か月以上雇用した企業に対し助成金を支給する。 

(3) 職場定着支援 
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就職後６か月間、就職後支援員による職場訪問等の支援を行う。 

 

17 東京都地域人材確保総合支援事業（就業推進課） 

女性、若者などすべての人が活躍できる社会の実現に向け、地域の実情に応じて実施する、中

小企業の人材確保に向けた区市町村等の自主自立的な取組の継続や、他の地域のモデルとなる先

進的な取組を支援する。 

(1) 一般事業 

モデル事業に該当しない取組 

［補助率］１／２ 

(2) モデル事業 

都が設定するテーマに沿った他の地域のモデルとなりうる先進的な取組 

［補助率］10／10 

※令和７年度設定テーマ 

・テレワークや時差出勤等に対応した人材確保の取組 

・就職氷河期世代の就労支援 

・就労困難者の就労支援 

・外国人材の活用 

・人生 100 年時代におけるリカレント教育等キャリア形成支援 

・ＤＸ、ＧＸなどの成長分野における人材確保の取組 

・アフターコロナによる経済活動再開に伴う人材確保支援 

・人材確保特別支援 

※１区市町村（団体）当たりの上限は 2,000 万円とする。 

(3) 東京都商工会連合会実施事業 

主として都が設定する上記のテーマに沿った取組 

［補助率］10／10 上限３億円 

 

18 ソーシャルファーム支援事業（就業推進課）（（公財）東京しごと財団基金事業） 

就労に困難を抱える方が働く新たな枠組みである「ソーシャルファーム」を普及・根付かせて

いくため、「都民の就労の支援に係る施策の推進とソーシャルファームの創設の促進に関する条

例」を制定した。令和２年度にはソーシャルファームに係る指針を策定、公表した。 

当事業では、ソーシャルファームに係る指針に基づき、認証ソーシャルファームの支援を行う

とともに、ソーシャルファーム支援センターを設置し、ソーシャルファームの創設・経営相談等

を行う。 

 

19 ソーシャルファーム認証審査会等の運営（就業推進課） 

支援対象となるソーシャルファームを認証するため、企業経営や就労支援の専門家等で組織す

る認証審査会を設置する。認証審査会において認証基準に適合していることを確認し、支援対象

となるソーシャルファームの認証を行う。 

 

20 ソーシャルファーム等に関する普及啓発事業（就業推進課） 

- 271 -



 

 

 

 

 

ソーシャルファームの裾野を広げる「TOKYO SOCIAL FIRM ACTION」の取組を実施し、都民や事

業者、就労支援機関へ向けた普及啓発や情報提供を行い、ソーシャルファーム創設等の更なる気

運を醸成し、その取組を都内に根付かせていく。 

 

21 産業分野別ソーシャルファーム推進事業（就業推進課） 

各産業分野におけるソーシャルファームの取組を推進するため、産業分野の特色を捉えたセミ

ナーや交流会等を実施し、認証ソーシャルファームやソーシャルファームに関心のある事業者相

互の連携を図る。 

 

22 ソーシャルファームへのインクルーシブ経営支援事業（就業推進課） 

  （（公財）東京しごと財団基金事業） 

認証ソーシャルファームの自律的経営への移行を促進するとともに、就労困難者の雇用・定着

を後押しするため、専門のサポートチームを設け、経営や雇用に関する課題の解決に向けて伴走

型で支援を行う。 

 

23 プラチナ・キャリアセンター事業（就業推進課）（（公財）東京しごと財団補助事業） 

(1) プラチナ・キャリアセンターの運営 

今後シニア層が活躍できる多様な機会を確保するため、「プラチナ・キャリアセンター」を

運営し、シニアのキャリアシフトと中小企業等の人材確保を後押しする。 

(2)  ミドルシニア人材パラレルキャリア構築支援事業 

経験豊富な 50 代以降のシニア人材が、副業・兼業など新たな形態の働き方を通じて自らの

スキルを活かせるよう、50 代以降のシニア人材と中小企業等、それぞれに対し、講座や交流

会等を開催し、50 代以降のシニア人材の活用を後押しする。 

 (3) シニアプロフェッショナル人材再活躍支援事業 

    経験豊富な 50 代以降のシニア人材が、セカンドキャリアにおいて、技術者等の人材不足に

悩む中小企業等で即戦力として活躍することができるよう、シニア人材と中小企業等のそれ

ぞれに対し、きっかけとなる講座や交流会等を開催し、シニア人材の活用を後押しする。 

 

24 雇用管理改善計画の認定（労働環境課） 

事業協同組合等が、働きやすい労働時間等の設定、男女雇用均等及び職業生活と家庭生活との

両立、職場環境の改善、福利厚生の充実、募集方法の改善、教育訓練の充実等により、職場の魅

力を高め、その構成員である中小企業者の人材の確保・育成を促進することを支援するために、

組合等が作成する雇用管理改善計画について、中小企業労働力確保法に基づく認定に関する事務

を行う。 

 

25 地域の実情に即した雇用・就業情報の収集・提供等（調整課・就業推進課） 

(1) ＴＯＫＹＯはたらくネットの運営 

雇用就業部ホームページ(｢ＴＯＫＹＯはたらくネット｣)を活用し、東京都の雇用・就業施
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策に関する様々な情報を総合的に提供する。これにより、これらの情報を労使、都民が迅速

かつ容易に取得・活用できるようにし、雇用・就業の促進及び行政サービスの向上を図る。 

ア 雇用・就業施策の情報提供 

イ 各種窓口・イベント・セミナー・職業能力開発の情報提供等 

ウ 労働セミナー、キャリアアップ講習のインターネットによる受講申込み 

エ 発行資料、労働情勢、調査統計情報の提供等 

オ 各支援機関、国機関、区市町村等とのリンクによる情報提供 

(2) 地域雇用就業促進対策会議 

都における効果的な雇用・就業対策を実施するため、関係行政機関や民間団体等との情

報・意見交換の場として「地域雇用就業促進対策会議」を開催する。（年３回） 
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第３ 適正な労働環境の確保 

 

１ 労働情勢調査（労働環境課） 

(1) 一般情報調査 

労使団体の活動の動向や労使紛争議などの状況を常時把握し、労働行政の基礎資料とする

とともに、労働情勢資料としてまとめ、労使に提供する。 

・労 働 情 勢：年１回、600 部 

・メールマガジン「労働情報」：月１回 

(2) 労働情勢懇談会 

労働問題の今日的課題について主要な労使団体や行政機関等と情報や意見の交換を行う。 

・雇用就業部：年５回、各所：年６回 

(3) 争議調査 

都内労働争議状況を随時調査し、情勢資料を作成し、労働行政遂行上の参考とするととも

に労使に提供する。 

(4) 労使関係総合調査 

全国的な調査の一環として、毎年６月末時点での労働組合の実態及び組織率等を把握し、

その結果を発表する。 

・「労働組合名簿」全都版：1,000 部 

東京及び全国の単位労働組合数・組合員数及び推定組織率（令和６年） 

 組合数 構成比 組合員数 構成比 推定組織率 

東京都  6,421 組合 

（Ａ） 

14.0％ 

（Ａ／Ｃ） 

2,444,093 人 

（Ｂ） 

24.8％ 

（Ｂ／Ｄ） 

25.4％ 

 

全 国  45,819 組合 

（Ｃ） 

 9,851,161 人 

（Ｄ） 

  

(5) 経済要求妥結調査 

都内の 17 産業、40 業種に属する 1,000 組合を対象に、春季賃上げ、夏季・年末一時金の 

要求・回答・妥結状況の調査を行う。調査結果は、インターネットのホームページや速報の

発行等により、情報を必要とする労使へ迅速に提供する。 

令和６年度調査結果 

 要求額（円） 妥結額（円） 賃上げ率、月数 対前年比（％） 

春 季 賃上げ 17,159 15,670 4.78％ 42.44 

夏 季 一時金 888,361 835,640 2.55 か月 2.96 

年 末 一時金   906,281  866,502 2.57 か月 3.98 

                                     注）加重平均 

(6) 賃金退職金事情調査（中小企業の賃金・退職金事情調査） 

中小企業の賃金改定等の参考資料とするため、「賃金」は毎年、「退職金」と「労働時間制

度」は隔年に調査を実施する。 
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・「令和７年版中小企業の賃金事情」2,800 部 

(7) 中小企業労働条件等実態調査 

都内中小企業における労働条件等を総合的に把握し、労働行政施策の立案・推進の基礎資

料とするとともに、都内労使に情報提供し、労働条件の改善向上と労使関係の安定に寄与す

ることを目的として調査を行う。 

・「パートタイマーに関する実態調査（予定）」1,200 部 

（令和６年度実績:「賃上げと労使交渉に関する実態調査」） 

 

２ 労働知識の普及・啓発（調整課・労働環境課） 

(1) 労働セミナー 

労使及び都民に、近年の社会情勢に対応した労働法や労働問題に関する体系別のセミナー

を開催し、知識の普及を図る。  

セ ミ ナ ー 名 実施主体 
回数

（回） 

定員 

（人） 

個
別
課
題 

セ
ミ
ナ
ー 

使用者向けセミナー 
各事務所実施回数の１/２

はセンターが実施 

24  3,400  

労働者向けセミナー 24  3,400  

多様な働き方セミナー 24  2,840  

時事的課題セミナー 都と東京都立大学の共催 ４  800 

小   計 76  10,440  

労
働
法
等
周
知 

セ
ミ
ナ
ー 

労働法基礎セミナー センター ６   680  

ｅラーニング ― ― 

オンラインセミナー ―  ― 

    小   計 ６   680  

総
合 

講
座 

多摩地域総合セミナー 

（基本１、専門２） 
センター、多摩事務所 １  240  

東京労働大学（総合講座１コース） 

（専門講座２コース） 

都と(独）労働政策研究・ 

研修機構の共催 

 

１  390  

小   計 ２  630  

合     計 84  11,750  

※使用者向けセミナー、労働者向けセミナー、多様な働き方セミナーは一部オンライン配信予定 

(2) 自主的労働教育の支援 

都内の労働組合及び使用者団体が行う労働教育活動に対して、都が共催することにより､そ

の助成を図る。 

［助成団体］40 団体 

［限 度 額］３万 7,400 円／団体 

(3) 出張労働教育 

職業能力開発センターや労使団体等が実施する研修の場に、労働相談情報センター職員を

講師として派遣し、労働法や労働問題に関する知識の普及を図る。 
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(4) 就職差別解消促進企業啓発 

企業・関係団体等に対して、同和・女性・障害者・高齢者問題をはじめとする人権に係る

普及啓発、研修等を行い差別問題の解消を図る。 

・企業・関係団体等に対する研修の実施 

・就職差別解消促進月間（６月）事業の実施 

・啓発指導用資料の作成（年１回、６万部） 

(5) 資料・情報の提供 

ア 「とうきょうの労働」の発行 

雇用・就業の促進、適正な労働環境の確保のため、雇用・就業施策や事業を広く都民にＰ

Ｒし、これらに関する情報や知識を提供する。 

・年 12 回 各 7,000 部（Ａ４版、６ページ） 

・雇用就業部ホームページ「ＴＯＫＹＯはたらくネット」にも掲載 

イ 普及・啓発資料の発行 

名     称 発行部数 

使用者のための労働法 

労働組合のしおり 

学生向け小冊子（①大学・短大生向け、②高校生向け） 

大学等入学者向けリーフレット 

東京労働局連携資料（若年者向け啓発ポスター） 

就業規則作成の手引き（改訂版） 

ポケット労働法 

外国人労働者ハンドブック（中国語） 

多言語版労働法周知啓発パンフレット（２言語） 

通訳制度等案内リーフレット（英中語） 

テレビ電話通訳制度案内リーフレット（多言語） 

働く女性と労働法 

4,000 部 

4,000 部 

178,100 部 

95,000 部 

2,300 部 

8,000 部 

3,500 部  

1,600 部  

10,000 部  

4,300 部  

2,600 部  

5,545 部 

ウ 視聴覚用資料の貸出 

労働問題等のビデオソフト・ＤＶＤを労働相談情報センター・各事務所(青山事務所を除

く)に備え、貸出しを行う。 

エ 労働情報システム 

賃上げ等の要求・妥結状況を労働相談情報センターで集計し、プレス発表するとともに、

ＴＯＫＹＯはたらくネットにより情報を提供する。 

また、増加傾向にある労働相談の実態を把握し、総合的・多角的に分析するため、労働相

談の集計に活用する。 

(6) ＴＯＫＹＯはたらくネットの運営（再掲） 

「Ⅶ 雇用就業対策 第２ 地域における雇用・就業の促進」25(1)参照 

(7) 労働資料センターの運営 

雇用就業に関する各種図書・資料等を収集し閲覧・貸出しを行っている。また、「とうきょ
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うの労働」等を通じて、図書・資料の最新の情報を提供する。 

なお、図書資料管理検索システムはインターネット対応により、蔵書公開等を行っている。 

 

３ 男女雇用平等の環境づくり（労働環境課） 

(1) 男女雇用平等参画状況調査 

雇用の場における男女平等などの実態を調査し、雇用環境の整備に当たっての問題を探る。

平成 13 年度から「東京都男女平等参画基本条例」に基づく調査として実施し、調査結果に基

づき男女雇用平等について啓発をする。 

・令和７年度調査テーマ 

 「女性活躍推進法への対応等 企業における男女雇用管理に関する調査（予定）」 

(2) 職場における男女平等の推進 

男女雇用平等推進月間（６月）を中心に、「職場における男女の平等」､「女性労働者の能

力発揮」などの各種セミナーを実施し、労働者、使用者及び都民に対し広く普及啓発を行う。 

ア 男女雇用平等推進月間事業 

男女雇用平等推進月間（６月）に、男女労働者や一般都民を対象にセミナーを開催すると

ともに、事業主を対象とした雇用機会均等法等の説明や、両立支援の取組を促進するためセ

ミナー等を集中して行い、女性の労働に関する普及・啓発活動を重点的に展開する。 

事  業  名 実施回数(回) 定員(人) 

事業主向け均等法セミナー １ 
400 

男女雇用平等推進セミナー １ 

男女雇用平等セミナー ５ 375 

  ※事業主向け均等法セミナー、男女雇用平等推進セミナーはオンライン配信予定 

イ 男女雇用平等セミナー等の実施 

男女労働者、使用者、都民を対象に、雇用機会均等法や労働法、ポジティブ・アクション、

労働問題に関する基礎的知識の普及を図るセミナーや、地域事業主団体等と共催して男女雇

用平等などに企業が積極的に取り組むためのセミナーを実施する。 

セ ミ ナ ー 名 実施回数(回) 定員(人) 

男女雇用平等セミナー 12(５) 900(375) 

※( )は男女雇用平等推進月間事業として実施 

 

４ 労働相談・指導（労働環境課） 

労働相談情報センターでは、主として中小企業の労働問題全般に関する相談を実施している。

産業・就業構造の変化や、一段と進む非正規雇用者の増加、女性の職場進出及び成果主義の普

及・浸透などを反映して、小規模事業所の多い、サービス業や卸・小売業など第３次産業の労使

からの相談が多い。また、最近では、相談内容が個別化・複雑高度化しており、職場での嫌がら

せに関する相談やメンタル疾患を伴う深刻な相談も増えている。 
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(1) 労働相談・あっせん 

ア 労働相談 

(ｱ) 労働相談の形態 

労働相談情報センターにおいて、以下の労働相談事業を行う。 

相 談 形 態 内  容 

電話労働相談 
電話相談専用ダイヤル「東京都ろうどう 110 番」を設置し、電話に

より労働相談を実施 

来所労働相談（平日・土

曜日）（予約制） 

面接等により労働相談を実施（土曜日はセンター（毎週）及び多摩

事務所（第１・第３土曜日）で実施） 

出張相談 
街頭労働相談 駅前、広場等で関係行政機関とともに実施 

随時出張相談 依頼に基づき実施 

パート・派遣・契約社員

等の労働相談会 

パート・派遣・契約社員等の労働セミナーと連携して労働相談を実

施 

外国人労働相談 
通訳を配置、テレビ電話通訳制度により各所の外国人労働相談に対

応 

手話労働相談 手話通訳派遣制度により各所の手話相談等に対応  

心の健康相談 専門相談員を配置し、心の健康相談を実施 

弁護士労働相談 弁護士を配置し、高度な法律解釈や判例等の相談に対応 

(ｲ)  パート・派遣・契約社員等の労働相談会の実施 

11 月の「パート・派遣・契約社員等の労働月間」に労働セミナーと労働相談を合わせ

て実施するパート・派遣・契約社員等の相談会や、電話相談を集中的に受け付ける電話

総合相談会を実施する。 

 令和６年度実績 

パート・派遣・契約社員等の教育相談会 全 12 回   相談件数  26 件 

パート・派遣・契約社員等電話総合相談会 ２日間   相談件数 80 件  

 

52,318 
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令和６年度労働相談件数       （ ）は構成比〔％〕 

合  計 労  使  別(※) 男  女  別(※) 労 働 組 合 有 無 別 

44,440 

(100.0) 

労 働 者 使 用 者 男 性 女 性 組 合 有 組 合 無 

35,774 

(80.5) 

6,910 

(15.5) 

19,027 

(42.8) 

25,372  

(57.1) 

2,853 

(6.4) 

41,587 

(93.6) 

企 業 規 模 別(※) 

30 人未満 30～99 人 100～299 人 300 人以上 

6,316 

(14.2) 

2,885 

(6.5) 

2,317 

(5.2) 

5,513 

(12.4) 

産  業  別 

建設業 製造業 情報通信業 運輸業 
 卸売業、 

小売業 

 金融業、 

保険業 

不動産業、 

物品賃貸業 

1,106 

 (2.5) 

2,144 

 (4.8) 

3,246 

(7.3) 

1,219 

(2.7) 

2,891 

(6.5) 

616 

(1.4) 

586 

(1.3)  

宿泊業、 

飲食ｻｰﾋﾞｽ業 

教育、 

学習支援 
医療・福祉 サービス業 

(他に分類されないもの) 
その他 不 明 

1,562 

(3.5) 

1,522 

(3.4) 

5,975 

(13.4) 

7,195 

(16.2) 

1,363 

(3.1) 

15,015 

(33.8) 

合 計 内  容  別(※) 

項目数 

81,302 

(100.0) 

労使関係 賃金全般 退職関連 解雇関連 労働契約関連 労働時間関連 

1,901 

(2.3) 

6,425 

(7.9) 

9,925 

(12.2) 

6,977 

(8.6) 

10,132 

(12.5) 

4,652 

(5.7) 

※他にも項目があるため「合計」とは一致しない。 

イ あっせん 

労働相談の中で受けた労使間のトラブルのうち、労使だけでは自主的な解決が難しい問題

について、両当事者の要請を踏まえ、行政としての関与が必要との判断に基づき、都が第三

者としての立場で、労使間のトラブルの自主的な解決に向けて援助を行っている。 

［令和６年度あっせん件数］268 件 

(2) 労働相談オンライン化事業 

     令和４年度に開設した労働相談情報センター多摩事務所の相談機能強化のため、テレビ会  

議システム等新たなツールを利用した遠隔相談やチャットボットの運営、ＬＩＮＥによる広

報を行う。 

また、ＬＩＮＥ通話を利用した相談の実施や、労働相談プロモーション動画を活用したＰ

Ｒを行うことにより、若年層を中心とした利用者層を拡大し、労働問題の早期解決と労使関

係の安定化を推進する。 

ア 遠隔相談 

多摩地域の自治体等と連携し、市役所庁舎等に来庁した相談者に対し、テレビ会議システ
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ムによる遠隔相談を実施する。 

イ オンライン労働相談 

テレビ会議アプリケーションにより、オンライン労働相談を実施する。 

ウ チャットボット 

都民が労働問題に関するキーワードを入力すれば、それに対して適切な内容を自動で回答

することができるチャットボットによる質問・回答サービスを実施する。 

エ ＬＩＮＥ広報 

    労働相談情報センター事業や相談会等の周知を行う。 

オ ＬＩＮＥ電話相談 

労働相談の利用促進を図るため、ＬＩＮＥ通話を利用した電話相談を実施する。 

カ プロモーション動画を利用した広報の実施 

労働相談の利用方法を動画で案内し、労働相談の手軽さや身近さをＰＲする。 

  キ 検索連動型広告による労働相談広報の実施 

    検索連動型広告を実施し、労働問題の解決を求める都民に対して相談窓口を周知する。 

(3) 非正規雇用に関する法令等普及啓発事業 

パートタイマーや派遣労働者などの非正規雇用に関して、資料の作成や月間事業による法

令等の普及啓発を通し、雇用環境の安定化やトラブルの未然防止を図る。 

ア 労働契約締結時の留意点等を広く注意喚起 

資料名 発行部数 

法周知リーフレット 10,000 部 

派遣労働者等向け資料 4,800 部 

イ 非正規労働関連法令の解説資料 

資料名 発行部数 

労働契約手引資料 Ｗｅｂサイトに掲載 

啓発資料 4,000 部 

ウ 非正規労働月間 

資料名 発行部数 

労働相談リーフレット 15,000 部 

 

相談会 回数 

労働教育相談会 ５回 

電話総合相談会 ２日間 

(4) 非正規雇用アドバイザー制度 

各労働相談情報センター（青山事務所を除く）に、非正規雇用アドバイザーを配置し、中

小企業等を巡回して、パートタイム労働法をはじめとする関連法令の普及や適正な雇用管理

に関する助言等を行い、非正規雇用労働者の雇用管理の改善を図る。 

［令和６年度実績］巡回件数 2,893 事業所 

(5) 外国人労働相談支援事業（再掲） 
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「Ⅶ 雇用就業対策 第３ 適正な労働環境の確保」４(1)ア(ｱ) 参照 

(6) 外国人労働者の雇用環境等啓発事業 

ア 外国人労働者特別労働相談会の実施 

  外国人労働者に関わる労働時間、賃金等の労働条件、処遇に関する差別的取扱、ハラスメ

ント・メンタルヘルス問題、在留資格など雇用問題全般の相談に対応するため、東京外国人

材採用ナビセンターや東京出入国在留管理局と連携して、外国人労働者特別相談会を実施す

る。 

［開催回数］１回（２日間） 

イ 外国人労働者の雇用・労働環境の啓発の実施 

(ｱ) 外国人雇用に関するセミナー 

外国人労働者の適切な雇用管理を普及・啓発するため、特定技能２号となった外国人労

働者の処遇（国籍による差別的取扱禁止）や「育成就労制度」の創設に向けた検討状況・

労働時間や賃金制度などの法制度の解説、ハラスメントに関するセミナーを実施する。 

［開催回数］２回 

(ｲ) 外国人労働者の雇用問題個別相談会 

セミナー講師による個別相談を実施する。 

［開催回数］２回 

(7) 心の健康相談 

労働者の多くが抱えている不安やストレスを緩和するため、働く人の心の健康づくり講座

を実施するなど、労働者が健康で働き続けることができる労働環境を推進する。 

ア 労働相談（再掲） 

「Ⅶ 雇用就業対策 第３ 適正な労働環境の確保」４(1)ア(ｱ) 参照 

イ 「働く人の心の健康づくり講座」事業 

効率的・効果的に職場の健康づくりを推進していくため、対象者を労働者と使用者に分け、

それぞれの立場に即した実践的な講習を実施する。また、企業内でのメンタルヘルス対策を

推進する中核となるリーダーを養成する講座や企業交流会を実施する。 

［実施回数］11 回 

［延べ定員］442 人 

 

５ 正規雇用等転換安定化支援事業（労働環境課） 

国のキャリアアップ助成金（正社員化コース※）の支給決定を受けた都内に雇用保険適用事業所

を置く中小企業に対し、計画的な育成計画の策定や退職金制度の整備、結婚・育児支援制度の整備

など、正規雇用等転換後も労働者が安心して働き続けられる労働環境整備や賃金の引上げに取り組

む企業に対して助成金を支給し、質の良い転換を促進する。 

［事業規模］助成金（最大）         60 万円  ×1,400 件 

   退職金制度加算        10万円 ×   50件 

結婚・育児支援制度加算    10万円 ×  350件 

賃上げ加算（最大）      36万円 ×  550件 
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［都の助成額］  

対象労働者数 助成額 

１人 20万円 

２人 40万円 

３人以上 60万円 

退職金制度加算 10万円 

結婚・育児支援制度加算 10万円 

賃上げ加算 １人12万円（最大36万円） 

 

                        

 

６ 就職氷河期世代等待遇向上支援事業（労働環境課） 

就職氷河期世代・シニア世代の方が、正規・非正規雇用を問わず、長く働き続けられる労働環境

を整備し、待遇向上に積極的に取り組む中小企業等に対して助成金を交付する。 

［事業規模］ 

〇正規雇用等コース 

助成金 （最大）       90 万円 × 200 件 

退職金制度加算        10 万円 ×  10 件 

結婚・育児支援制度加算    10 万円 ×  50 件 

賃上げ加算（最大）      36万円  ×  80件 

〇安定有期雇用コース 

助成金（最大）      60 万円 × 100 件 

［都の助成額］ 
〇正規雇用等コース 

対象労働者数 助成額 

１人 30 万円 

２人 60 万円 

３人以上 90 万円 

退職金制度加算 10 万円 

結婚・育児支援制度加算 10 万円 

賃上げ加算 １人 12万円（最大 36万円） 

 

     キャリアアップ助成金 
     支給決定 

      （正社員化コース） 

    ■対象の労働者に対し①～③を実施 
     ①指導育成計画（３年間）の策定 
     ②メンターの選任及びメンターによる指導 
     ③研修の実施 
    ■支援期間終了時に対象者が都内に勤務

していること 

    【加算】 

○新たに退職金制度を整備 

○新たに結婚・育児支援制度を整備 

○対象労働者の賃上げを実施 

・対象者にあった指導育成の実施 

・職場での定着 

・職場環境の整備 

 

 

国 

＜支援期間（３か月間）＞ 

非正規から 

正規雇用等に 

転換 

 

 

都 
 

※正社員化コース 有期契約労働者等を正規雇用労働者等に転換または直接雇用した場合に助成 
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〇安定有期雇用コース 
対象労働者数 助成額 

１人 20 万円 

２人 40 万円 

３人以上 60 万円 

※両コース合わせて１事業所最大３人まで 
 

           ＜支援期間（３か月間）＞ 

正規雇用労働者として就職 

 
 

 

国 
特定求職者雇用開発助成金 

（就職氷河期世代安定雇用 

実現コース） 

 

 

 

都 

■対象の労働者に対し①～③を実施 

①指導育成計画（３年間）の策定 

（安定有期雇用コースは 1 年間） 

②メンターの選任及びメンターによる指導 

③研修の実施 

■支援期間終了時に対象者が都内に勤務し

ていること 

（加算）正規雇用等コースのみ 

○新たに退職金制度を整備 

○新たに結婚・育児支援制度を整備 

○対象労働者の賃上げを実施 

 

 

 

・対象者にあった

指導育成の実施 

 

・職場での定着 

 

・職場環境の整備 

       

都 

都の就職支援事業 

（キャリアチェンジ再就職支援事

業、就活エクスプレス、ミドルチャ

レンジ、東京しごと塾等） 

 

正規・非正規を問わず雇用 

 

 

 
※就職氷河期世代安定雇用実現コース いわゆる就職氷河期に就職の機会を逃したことなどにより十分なキ

ャリア形成がなされず、正社員としての就業が困難な方を支援し、

その就職を促進するため、対象労働者を正社員として雇用した事業

主に助成 

 

７ 若者世代職場定着促進事業（労働環境課） 

 若者世代の就職者に対して、計画的な育成計画の策定や退職金制度、結婚・育児支援制度など

安心して働き続けられる労働環境整備や賃上げを行った事業主に対して助成金を交付し、若者の

早期の職場定着を促進する。 

［事業規模］助成金（最大）        60万円 × 400件 

退職金制度加算        10万円 ×  20件 

結婚・育児支援制度加算    10万円 ×  90件 

賃上げ加算（最大）      36万円 × 150件 

［助 成 額］  

対象労働者数 助成額 

１人 20万円 

２人 40万円 

３人以上 60万円 

退職金制度加算 10万円 

結婚・育児支援制度加算 10万円 

賃上げ加算 １人12万円（最大36万円） 
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８ 働き方改革パワーアップ応援事業（労働環境課） 

  企業が自社の課題を把握し、主体的に働き方改革に取り組めるよう、相談窓口の設置、働き方改

革に必要な法知識やノウハウ等の提供、従業員サーベイに基づく課題への専門家のサポートを行う。 

(1) 相談窓口の設置 

働き方改革に関連した雇用環境整備や生産性向上等について、都内企業からの相談等に対応

する窓口を設置する。 

(2) 働き方改革セミナー 

  主に中小企業の経営者や人事労務担当者等を対象に、働き方改革に関する法令や事例、改革

を社内で推進する上でのノウハウ等を体系的に学ぶセミナーを実施する。 

［規 模］1,000社 

(3) 従業員サーベイの実施及び専門家派遣 

    企業における従業員サーベイを実施し、さらなる働き方改革を進める上での課題を把握する。

課題解決のサポートをする社会保険労務士等の専門家を企業に派遣する。 

［規 模］300社（１社当たり５回） 

 
９ リスキリング・キャリアデザイン応援事業（労働環境課） 
（（公財）東京しごと財団基金事業） 

都内中小企業等が実施する従業員のリスキリングの環境整備の取組を支援する。 
(1)専門家派遣 

    リスキリングやキャリアデザインを支援する意欲のある企業に、専門家を派遣し、制度

整備等について助言を行う。 

   ［対 象］都内中小企業等 

 ［規 模］100 社（１社当たり２回） 

  (2)奨励金 

    専門家派遣の実施を受け、リスキリングやキャリアデザインを支援する制度を整備した

企業に、奨励金を支給する。 

   ［対 象］都内中小企業等 

 ［規 模］100 社 

［奨励金］１社当たり最大40万円 

 

 

 

 

都の就職支援事業 

(ｷｬﾘｱﾁｪﾝｼﾞ再就職

支援事業等) 

 

 

 

正規雇用 

 

 

・対象者にあった指導

育成の実施 

 

・職場での定着 

 

・職場環境の整備 

＜支援期間（３か月間）＞ 

 
 
 
 
都 

 
 
 
 
都 

■対象の労働者に対し①～③を実施 

①指導育成計画（３年間）の策定 

②チューターの選任及び指導 

③研修の実施 

■支援期間終了時に対象者が都内に

勤務していること 

（加算） 

○新たに退職金制度を整備 

○新たに結婚・育児支援制度を整備 

○対象労働者の賃上げを実施 
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10 東京の未来の働き方推進事業（労働環境課） 

都内中小企業等の多様な働き方を推進するとともに、テクノロジーを活用した生産性の高い新し

い働き方の機運醸成を図るため、「東京サステナブルワーク企業」の登録や先進的な取組を行う企

業の表彰制度「Tokyo Future Work Award」等を実施する。 
(1) 未来の働き方推進フォーラムの実施 

経営者や従業員を対象に、多様な働き方やデジタルを活用した働き方改革に関するフォーラ

ムを開催し、働き方改革に係る普及啓発を図る。 

［規 模］年２回 

(2) 「東京サステナブルワーク企業」の登録 

    「残業の少ない働き方」等の働き方改革に積極的に取り組んでいる企業を「東京サステナブ

ルワーク企業」として登録する。 

［規 模］300社 

(3) 多様な働き方の実現に向けた専門家派遣 

    「東京サステナブルワーク企業」の登録を目指す企業に対し、働き方改革の推進をサポート

する社会保険労務士等の専門家を派遣する。 

［規 模］100社（１社当たり２回） 

(4) 未来の働き方コンサルティング 

「東京サステナブルワーク企業」登録企業を対象に、テクノロジーを活用した「未来の働き

方」に向けた取組を支援するため、中小企業診断士やＩＴコーディネータ等の専門家を派遣す

る。 

   ［規 模］20社（１社当たり２回） 

(5) 「Tokyo Future Work Award」の表彰 

「東京サステナブルワーク企業」登録企業を対象に、テクノロジーを活用した生産性の高い

働き方を実現している企業を表彰する。 

［規 模］大賞１社、優秀賞２社、奨励賞７社 

 

11 「手取り時間」創出・エンゲージメント向上推進事業（労働環境課） 

（（公財）東京しごと財団基金事業） 

都内中小企業等の「手取り時間」の創出に向けた取組やライフステージの支援、エンゲージメン

ト向上に向けた取組、賃金の引上げの取組を支援する。 

(1) 専門家派遣 

社内における課題の把握と制度整備に向けた具体的な助言を行うため、人事労務管理等に係

る知見を有する専門家を派遣する。 

［規 模］1,400社（１社当たり２回） 

(2) 奨励金 

専門家の派遣を受けて、「手取り時間」の創出やライフステージの支援、エンゲージメント

向上に向けた取組、賃金の引上げの取組を行う中小企業に対して奨励金を支給する。 

［規 模］（最大）230万円 × 1,400社 
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12 企業における「年収の壁突破」総合対策促進事業（労働環境課） 

（奨励金は（公財）東京しごと財団基金事業） 

働く方の中には、税や社会保険の仕組みが生み出す、いわゆる「年収の壁」により、自ら就業

調整を行う場合がある。 

本事業では、オンラインセミナーや個別相談窓口、専門家派遣の実施を通じて、税や社会保障制

度についての知識の理解を促進していくとともに、収入要件のある配偶者手当の見直しや社会保険

に加入した非正規雇用者向けの手当等の新設を行う都内中小企業等を奨励する。 

(1) 普及啓発セミナー 

年７回・オンラインで実施 

［対 象］都内中小企業等の人事担当者・従業員等 

(2) 個別相談の実施 

社会保険労務士等の専門家による個別相談を実施 

［手 段］電話、メール、オンライン 

［対 象］都内中小企業等の人事担当者・従業員等 

(3) 専門家派遣 

［規 模］30 社（１社当たり２回） 

     ［対 象］都内中小企業等の人事担当者・従業員等 

(4) 「年収の壁突破」総合対策促進奨励金 

〇配偶者手当見直しコース 

収入要件がある配偶者手当の見直しを行った企業に対し、奨励金を交付する。 

       ［対 象］都内中小企業等 

［規 模］900 社（３年間） 

［金 額］30 万円 

〇社会保険加入促進コース 

新たに社会保険の対象となった非正規雇用者が負担する社会保険料に関する手当等の新

設を行った企業に対し、奨励金を交付する。 

       ［対 象］都内中小企業等 

［規 模］3,000 社（３年間） 

［金 額］30 万円 

※上記２つのコースを同時に申請した場合の奨励金額は 50 万円 

 

13 中小企業の賃金制度整備等支援事業（労働環境課） 

(1) 賃金制度・賃上げに関する特別講座 

  企業の経営者や人事労務担当者等を対象に、賃金をめぐる情勢や賃上げに関する手法、ジョブ

型の賃金制度など賃金に関する特別講座を実施し、企業での賃金制度の整備等を支援していく。 

［対 象］都内中小企業 

［規 模］定員 80 名、年２回（１回２日間） 
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(2) 賃金制度の整備のための専門家派遣 

中小企業における、賃上げの手法や賃金制度や退職金制度等の見直しを支援するため、社

会保険労務士等の専門家を企業に派遣する。 

  ［対 象］都内中小企業 

［規 模］延べ 75 回（最大５回／社） 

(3) 賃上げ取組企業の好事例紹介 

賃上げを推進する都の施策を利用した中小企業を含め、賃上げに取り組んでいる企業への

取材を行い、ＴＯＫＹＯはたらくネットに特設ページを設けて好事例の紹介を行う。 

［対 象］都内中小企業 

［規 模］５社程度 

(4) 賃上げに関する相談窓口 

賃上げの取組を検討する中小企業や労働組合等が相談できるよう、労働相談情報センター

職員と専門家（社会保険労務士）が連携して対応する相談窓口を設置する。 

 

14 ライフ・ワーク・バランス推進事業（労働環境課） 

(1) 東京ライフ・ワーク・バランス認定企業制度 

従業員が生活と仕事を両立し、いきいきと働ける職場の実現に向け優れた取組を実施して

いる中小企業を募り、その取組内容等を広く公表することにより、ライフ・ワーク・バラン

ス等、働き方の見直しについて社会的気運の醸成を図り、都内中小企業の雇用環境の整備を

推進する。 

中小企業等の「職場をいきいきとさせる」取組を有識者（学識経験者、労使団体、マスコ

ミ等関係者等）からなる審査会で審査し、都が「東京ライフ・ワーク・バランス認定企業」

として選定する。（認定企業 13 社程度） 

(2)  ライフ・ワーク・バランスＥＸＰＯ東京の開催 

ライフ・ワーク・バランスの実現を一層効果的に促進するため、先進企業の取組内容や、

効果的な支援ツール等について、具体的かつ実践的な事例を展示・紹介する総合展を開催す

る。 

 

15 テレワーク等普及推進事業（労働環境課） 

(1) テレワーク導入実態調査 

テレワークの普及状況の把握や、今後の的確な施策展開の一助とするため、都内企業等の

テレワーク導入の実態調査を行う。 

［対 象］・導入実態調査（年１回） 

ア 都内の常時雇用者 30 人以上の企業等 約１万社 

           上記企業に勤務する従業員１社につき２名 

         イ 自営型テレワーカー（Ｗｅｂ調査） 

        ・毎月調査（企業調査） 

         都内の常時雇用者 30 人以上の企業等 約 1,000 社／月 
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        ・毎月調査（従業員調査） 

         都内企業に勤める従業員 約 2,000 人／月 

(2) テレワーク普及促進プロジェクト 

テレワークの普及・促進に向け、都のテレワーク施策を紹介するポータルサイト等の運営

や多様な働き方を推進するためのセミナー、企業見学会等を実施する。 

ア 多様な働き方セミナー 

［規 模］年３回程度 

イ 先進的テレワーク実践企業見学会 

［規 模］年３回程度 

(3) 「テレワーク東京ルール」促進事業 

今後、導入が進んだテレワークを後戻りさせることなく定着させるため、「テレワーク東京

ルール」を社会全体に浸透させ、その普及を推進していく。 

ア  「テレワーク東京ルール」実践企業宣言制度（登録制度） 

イ テレワーク推進リーダーパワーアップ事業 

・オンライン意見交換会の実施 

・推進リーダー向けに、テレワークツールの紹介やＱ＆Ａ等必要な情報をＷｅｂ上で提供 

・推進リーダーにアンケートを実施、意見等を都の施策等に反映 

(4) テレワークとオフィス勤務のベストバランス推進事業（（公財）東京しごと財団基金事業） 

テレワークの定着を図るため、テレワークを進める上での課題とその解決策について検討

し、自社に最適な「テレワークルール（我が社のベストバランス）」等を定めた都内中堅・中

小企業等に奨励金を支給する。 

［規 模］1,000 件 

［奨励額］20 万円 

(5) テレワークトータルサポート事業（助成金は（公財）東京しごと財団基金事業） 

テレワークの導入・定着・促進を図るため、専門家の活用や機器等の導入支援により、企

業の多様なニーズにきめ細かく対応する。 

 ア コンサルティング 

   ＩＣＴ等の専門家により、業務の棚卸や機器及びツールの選定、規定の整備、運用課題の

解決等についての助言を行い、テレワークの導入・定着・促進に向けた取組を支援する。 

  ［規 模］1,200 社 

 イ 助成金 

  ［規 模］1,000 社 

  ［対象経費］テレワーク機器及びツール導入経費、テレワーク環境整備に係る経費 

  ［助成額・助成率］ 

  （ｱ）常用雇用労働者数２人以上 29 人以下の企業等 

     助成額 最大 150 万円 助成率 ２／３ 

  （ｲ）常用雇用労働者数 30 人以上 999 人以下の企業等 

     助成額 最大 250 万円 助成率 １／２ 
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   ＜育児・介護休業法への対応又はＢＣＰ（猛暑対策）として導入した場合に加算＞ 

    ａ 育児・介護コース（300 社） 

３歳未満の子の養育又は介護期従業員を対象とするテレワーク規定の整備をした場

合に加算（定額 20 万円） 

    ｂ 職場環境改善コース（100 社） 

      猛暑時のテレワークが困難な業務従事者に対し電動ファン付ウエアを貸与するなど

の企業の取組に助成（最大 50 万円 助成率 10／10） 

(6) ＡＢＷオフィス促進事業（（公財）東京しごと財団基金事業） 

  出社とテレワークの双方の利点を活かし、仕事の内容や目的に合わせ、社内外問わず、従

業員自らがふさわしい場所や時間を選んで生産性の高い仕事が可能となるＡＢＷ（Activity 

Based Working）の導入を目指す都内中小企業等に対し、専門家等によるＡＢＷ導入支援を行

うとともに、オフィス整備に係る改修費の一部を助成する。 

 ［規 模］５社 

 ［対象経費］ＡＢＷオフィス整備に係る改修費の一部 

 ［助成額・助成率］助成額 最大 2,000 万円 助成率 ２／３ 

  ※子連れ出勤を可能とする整備を行った場合加算あり（最大５万円 助成率 10／10） 

(7) サードプレイス活用促進事業（奨励金は（公財）東京しごと財団基金事業） 

  サテライトオフィスの利用を促すためのイベントを開催するとともに、サテライトオフィ

ス勤務及びワーケーション勤務の導入を奨励することにより、多様で柔軟な働き方を推進す

る。 

 ア サテライトオフィス活用交流フェアの開催 

   サテライトオフィスへの理解を深め利用を促進するため、サテライトオフィス活用交流フ

ェアを年２回（区部・多摩で各１回。１回当たり出展企業 15 社程度）開催する。 

 イ 奨励金 

 （ｱ）サテライトオフィス勤務応援奨励金 

   新たにサテライトオフィス勤務制度を整備し、従業員がサテライトオフィス勤務を実施し

た都内中堅・中小企業等に対し奨励金を支給する。 

 ［規 模］300 社 

 ［奨励額］10 万円 

（ｲ）ワーケーション勤務応援奨励金 

   新たにワーケーション勤務制度を整備し、従業員がワーケーション勤務を実施した都内中

堅・中小企業等に対し奨励金を支給する。 

 ［規 模］100 社 

 ［奨励額］10 万円 

(8) ＴＯＫＹＯシェアオフィス墨田の運営（（公財）東京しごと財団補助事業） 

テレワークの更なる推進のため、「ＴＯＫＹＯシェアオフィス墨田」の運営支援を行い、テ

レワークによる柔軟な働き方の実現につなげる。 
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16  働きやすい職場環境づくり推進事業（労働環境課） 

育児・介護や病気治療と仕事の両立に向けた取組の奨励や専門家の派遣等により、企業におけ

る働きやすい職場環境づくりを推進する。 

(1) 研修 

働きやすい職場環境づくりに関する知識を習得できる研修を実施する。 

［内 容］育児・介護や病気治療等との両立支援、非正規労働者の雇用環境改善 等 

(2) 専門家の派遣 

働きやすい職場環境づくりに意欲のある中小企業等へ専門家を派遣し、人事制度等につい

て企業の実情に応じた助言を行う。 

［規 模］延べ 500 回（最大５回／社） 

(3) 奨励金 

中小企業等において、雇用環境の改善・充実を図る取組を行った企業に対して働きやすい

職場環境づくり推進奨励金を支給する。 

［規 模］（最大）100 万円 × 600 社 

［奨励コース］ 

  ・育児と仕事の両立推進コース   （最大）  100 万円 

  ・介護と仕事の両立推進コース   （最大）  100 万円  合計 （最大）100 万円 

  ・病気治療と仕事の両立推進コース（最大）   40 万円 

 

17 キャリアとチャイルドプラン両立支援事業（労働環境課） 

不妊治療等や卵子凍結に関する情報を総合的に発信するとともに、研修の実施や不妊治療等及

び卵子凍結に係る特別休暇制度等の導入を奨励することにより、企業の職場環境整備を推進する。 

(1) 普及啓発 

ア セミナー等（２回） 

［テ ー マ］不妊治療・不育症治療と職場環境整備、卵子凍結と職場環境整備 

［規  模］各回 200 名 

［開催形式］オンライン 

イ ライフ・ワーク・バランスＥＸＰＯでの広報 

休暇等に関する制度の導入を促すことや仕事との両立における課題、先進企業の取組につ

いて、ＥＸＰＯ内でパネル展示等、多様な媒体を活用した広報により広く情報発信する。 

ウ 研修（２回） 

［テ ー マ］不妊治療・不育症治療、卵子凍結 

［開催形式］オンデマンド配信 

(2) 奨励金 

ア 不妊治療・不育症治療に係る職場環境整備奨励金 

不妊治療・不育症治療に係る特別休暇制度等の仕組みを導入した企業に対し奨励金を支給

する。 

［対 象］都内企業等 



 

 

 

 

 

［規 模］300 件 

［金 額］不妊治療及び不育症治療のための休暇制度等の整備 40 万円 

不育症治療のための休暇制度等の整備       10 万円 

イ 卵子凍結に係る職場環境整備奨励金 

卵子凍結に係る特別休暇等の仕組みを導入した企業に対し奨励金を支給する。また、卵子

凍結に関する福利厚生制度を整備した場合、加算する。 

［対 象］都内企業等 

［規 模］30 件 

［金 額］卵子凍結に係る休暇制度等の整備 20 万円 

※福利厚生制度（福祉局が指定する医療機関の利用等を要件とする採卵や凍

結に係る費用助成）を整備した場合、加算（40 万円） 

 

18 働く女性応援事業（労働環境課）（（公財）東京しごと財団基金事業） 

企業における女性の新規採用・職域拡大を目的とした設備等の整備を支援するため、トイレ・

ロッカー、ベビールーム等の整備に係る費用の一部を助成する。 

［対 象 者］都内中小企業等 

［規  模］30 社 

［助成限度額］500 万円 

［助 成 率］２／３ 

 

19 働くパパママ育業応援事業（労働環境課）（（公財）東京しごと財団基金事業） 

 従業員が希望する期間の育業をし、原職復帰する取組への支援により育業を奨励する等、企業

における職場環境整備を推進する。 

(1) 働くママコースＮＥＸＴ 

女性従業員が、合計１年以上の育業（産後休業含む）をし、原職等に職場復帰するととも

に、企業が就業規則等で法定を上回る育業期間等の規定を新たに整備した場合に、奨励金を

支給する。また、法定以上の育業しやすい職場環境づくりの取組を行った場合、１項目につ

き 30 万円を加算する。 

    ［対 象］都内中小企業等 

    ［規 模］400 件 

    ［金 額］125 万円 

※「同僚への応援手当」、「同僚への評価・表彰制度」の取組を行った場合、そ

れぞれ１項目につき30万円を加算、どちらも実施した場合は50万円を加算

（その場合最大175万円） 

(2) 働くパパコースＮＥＸＴ 

男性の育業を奨励する企業に対し、育児・介護休業法に基づく環境整備を行うとともに、

男性従業員が合計 15 日以上の育業をし、原職等に職場復帰した場合に、育業期間に応じて奨

励金を支給する。また、法定以上の育業しやすい職場環境づくりの取組を行った場合、１項
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目につき 20 万円もしくは 30 万円を加算する。 

［対 象］都内中小企業等 

［規 模］750 件 

［金 額］25 万円 ～ 330 万円 

※合計 15～30 日未満の育業の場合 25 万円、合計 30～45 日未満の育業の場合 55

万円、合計 45 日以降は 15 日の育業ごとに 27 万 5,000 円を支給 

※法定以上の育業しやすい職場環境づくりの取組を行った場合 1 項目につき 20

万円を加算 

     ※「同僚への応援手当」、「同僚への評価・表彰制度」の取組を行った場合、そ

れぞれ 1 項目につき 30 万円を加算、どちらも実施した場合は 50 万円を加算

（その場合最大 420 万円） 

 

20 育業によるパワーアップ応援事業（労働環境課） 

（奨励金は（公財）東京しごと財団基金事業） 

  女性従業員が、合計６か月以上１年未満の育業（産後休業含む）をし、原職等に職場復帰する

とともに、夫婦双方の育業計画書（パートナーは合計30日以上）を作成した企業に対して奨励金

を支給する。また、計画書策定に当たり、企業に対する専門家派遣を行う。 

［対 象］都内中小企業等 

［規 模］200 件 

［金 額］100 万円 

［専門家派遣］600 回（１社当たり３回まで）※専門家派遣は労働相談情報センターで実施 

 

21 男性育業もっと応援事業（労働環境課）（（公財）東京しごと財団基金事業） 

  複数の男性従業員が、合計 30 日以上の育業をし、原職等に職場復帰するとともに、企業が継

続的に育業しやすい法定上の環境整備を２つ以上実施した場合に、育業した人数に応じて奨励金

を支給する。 

   ［対 象］都内企業等（大企業を含む） 

   ［規 模］300 件 

   ［金 額］80 万円 ～ 170 万円 

※２人がそれぞれ合計 30 日以上の育業＋複数の職場環境整備 80 万円 

        ※３人目以降１人につき 30 万円加算（最大５人まで） 上限額 170 万円 

 

22 男性育業促進に向けた普及啓発事業（労働環境課） 

(1) 男性の育業促進に向けた社内研修用動画等の発信 

企業等が社内研修で活用できる男性育業の取組ポイント等をまとめた研修動画を制作する。

男性の育業を積極的に推進する先進企業等の好事例や男性育業促進のメッセージを含む動画

等を発信する。  

(2) オンラインセミナー 
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経営者や従業員等を対象に、男性の育業促進に向けたオンラインセミナー及びＷｅｂ交流

会を開催するとともに、セミナー開催後はオンデマンドで配信する。 

・経営者向け基調講演 １回 

・従業員向け基調講演 １回 

・事例紹介（パネルディスカッション）１回 

・Ｗｅｂ交流会 １回 

(3) ＴＯＫＹＯパパ育業促進企業の登録・普及啓発 

男性の育業取得率平均 50％以上を達成し、今後も継続して男性育業を推進する企業等に対

して、取得率に応じた登録マークを付与するとともに、取組内容等をＷｅｂサイトで紹介す

る。また、登録マークのグッズを作成し、登録企業や企業向けイベント等にて配布、普及啓

発を行う。 

 

23 男性育業推進リーダー事業（労働環境課） 

(1) 奨励金 

男性育業の経験者を「男性育業推進リーダー」として設置し、男性育業の課題把握や具体

的な取組を実施するとともに、取組をグループ会社等へ波及した中堅・中小企業等に奨励金

を支給する。 

［金 額］100 万円 

［規 模］75 社 

     ［対 象］都内中堅・中小企業等（常用雇用労働者数 1,000 人以下） 

(2) 認定 

都が奨励金を支給した中堅・中小企業等を「男性育業推進リーダー設置企業」として認定

するとともに、都のホームページにて取組を紹介する。 

※男性育業推進リーダー設置企業の認定対象には奨励金の要件と同様の取組を実施した大

企業等を含む。 

 

24 妊娠や子育て等の知識に係る企業内の普及啓発事業（労働環境課） 

不妊治療から妊娠・出産・育児等の一連の知識や支援策がまとまったリーフレットを作成し、

区市町村の母子手帳交付窓口等での直接交付、経済団体等を通して都内企業へ配布するほか、デ

ジタルブックをＷｅｂサイト上に掲載し広く周知することで、普及啓発を図る。 

・リーフレット ：区市町村窓口や経済団体で配布（14 万 5,000 部） 

・デジタルブック：Ｗｅｂサイトに掲載 

 

25 介護休業取得応援事業（労働環境課）（（公財）東京しごと財団基金事業） 

 従業員が、合計 15 日以上の介護休業（有給の介護休暇を含む）を取得し、原職等に職場復帰す

るとともに、企業が就業規則等で法定を上回る介護休業期間等の規定を新たに整備した場合に、介

護休業等の期間に応じて奨励金を支給する。 

  ［対 象］都内中小企業 
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  ［規 模］80 件 

  ［金 額］27 万 5,000 円・55 万円 

      ※「同僚への応援手当」、「同僚への評価・表彰制度」の取組を行った場合、それぞれ

１項目につき 30 万円を加算、どちらも実施した場合は 50 万円を加算（その場合

最大105 万円） 

 

26 家庭と仕事の両立支援推進事業（労働環境課） 

(1) 家庭と仕事の両立支援ポータルサイト 

育児・介護や、病気治療・不妊治療等と仕事の両立など様々な両立支援について、労使双

方への情報提供を行うとともに、それぞれの問題に直面した際に役立つ情報を提供する。 

(2) 介護と仕事の両立推進シンポジウム 

企業の経営者や人事労務担当者、従業員等を対象に、介護と仕事の両立への取組に対する

意識啓発を行い、介護と仕事の両立に関する情報を広く提供するためのシンポジウムを開催

する。 
(3) 両立支援に関する短編動画・車内広告動画の作成・掲出 

家庭と仕事の両立をめぐる課題の多様化を踏まえ、両立支援に関する短編動画や、車内広

告動画を作成及び掲出し、広く普及啓発を行う。 

 

27 働く女性への総合サポート事業（労働環境課） 

働くうえで女性が抱える課題に対応するため、「はたらく女性スクエア」において、経営者や

管理職等も含めた女性の「働き方」や「活躍の基盤づくり」を後押しする。 

(1) 働く女性の総合相談窓口 

    女性管理職や従業員等を対象に、キャリアアップや育児・介護との両立等の相談に、専門

相談員や社外メンターが対応するとともに女性の健康課題に関する相談にも対応する。（女性

活躍に取り組む企業の相談にも応じる。）また、イベントの実施等も行う。 

(2) 働く女性の労働相談 

      女性の労働問題に関する相談（ハラスメント、部下のマネジメント等）に対応する。また、

臨床心理士等による専門相談も実施する。 

(3) 働く女性向けセミナー 

働く女性及び企業の経営者・人事担当者を対象に、労働基準法や男女雇用機会均等法の解

説、家庭と仕事の両立のポイント、ハラスメント対策やメンタルヘルス等に関するセミナー

を実施する。 

    ［規 模］６回   

 

28 女性管理職比率・男女間賃金格差改善促進事業（労働環境課） 

（（公財）東京しごと財団基金事業） 

行動計画・男女間賃金格差を公表し、その是正に向け、短時間勤務者から管理職を登用するな

ど、女性活躍の基盤づくりに計画的・戦略的に取り組む事業者へ奨励金を支給することで、女性
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従業員の処遇の向上や賃金の引上げを後押しする。 

［対  象］従業員数300人以下で取組の対象とする雇用管理区分の女性の割合が４割を下回

る事業者 

［規  模］500社 

［支給要件］ 

ア 本事業のセミナーを受講し、取組期間中に専門家派遣を受けること。 

イ 取組期間（６か月）中に以下（ｱ）から（ｳ）までの取組を新たに１つ以上実施すること。 

（ｱ）短時間労働者などの非正規従業員でも登用が可能な役職の新設 

（ｲ）役職手当の支給対象の女性従業員の増加 

（ｳ）女性管理職の増加 

上記の取組に加え、下記（ｴ）を実施した場合に加算 

（ｴ）短時間労働者などの非正規従業員の退職金制度の導入 

ウ 行動計画及び男女間賃金格差を女性の活躍推進データベースで公表すること。 

エ 全社員向けの社内研修を実施すること。 

［支給金額］ 

（ｱ）～（ｳ）の取組  各 30 万円 

（ｴ）の取組（加算）   10 万円 

※１事業者につき最大 100 万円 

 

29 企業と働く女性のキャリアパートナーシップ支援事業（労働環境課） 

  女性のヘルスリテラシー向上と健康課題に対する理解促進、必要な職場環境等の整備とともに、

女性が幅広くキャリア選択と両立ができるよう、企業と女性従業員双方に対してセミナー等を実

施する。 

(1)  女性活躍推進に向けた企業の職場環境整備支援 

ア 健康課題に対する理解セミナー 

(ｱ) 女性活躍推進と健康経営セミナー 

(ｲ) 健康課題とキャリア両立セミナー 

イ 女性の健康課題等を踏まえた職場環境整備支援 

(ｱ) 職場環境づくりと事例紹介セミナー 

(ｲ) 企業向けコンサルティング 

ウ 女性リーダー等育成支援 

女性リーダー等育成のための管理職向けセミナー 

エ 女性活躍推進法に基づく行動計画策定等支援 

(ｱ) 行動計画策定支援セミナー 

(ｲ) フォローアップコンサルティング 

(2)  働く女性のキャリア形成支援 

ア 都内企業で働く女性向けプログラム 

(ｱ) キャリアやライフステージと健康を考えるセミナー 
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(ｲ) キャリアを考える女性従業員交流セミナー 

(ｳ) 社外ロールモデルとの交流セミナー 

(ｴ) 女性従業員向けメンタリング・コンサルティング 

イ 女性リーダー等向けセミナー 

(ｱ) リーダーに必要な知識・スキルセミナー 

(ｲ) 女性管理職としてのスキルアップセミナー 

(3)  その他の支援 

ア 女性の活躍推進相談員を設置し、今後都や国が実施する女性の活躍推進に関する施策や関 

連法令等の情報提供、助言、普及啓発を行う。 

イ 本事業を修了し、行動計画の策定・達成や、健康課題に対する取組において意欲的な取組

を行った企業をＥＸＰＯなどでＰＲする。 

 

30 働く女性のウェルネス向上事業（労働環境課） 

女性の健康課題や職場環境の課題等について広く声を収集し、好事例の発信等を通じて企業・

従業員双方の意識を高め、働く女性のウェルネス（心身の健康）を向上させていくムーブメント

を創出する。 

 また、企業における女性の健康課題と仕事の両立を可能とする働きやすい職場環境づくりを推

進していく。 

(1) 発信・普及 

女性の健康課題に関する意識や対応状況等の実態や、女性の健康課題を元にした座談会動

画コンテンツ、企業における取組の好事例（生理休暇を取りやすい職場環境づくりやフェム

テックの活用事例など）等を特設サイト等で発信する。 

(2) フェムテック導入による職場環境整備の支援 

フェムテックの製品・サービスを新たに導入し、福利厚生制度を整備・拡充した場合等に、

奨励金を支給する。 

［対 象］都内企業等 

    ［規 模］30 社 

    ［金 額］10 万円 

 

31 働く人の健康保持増進事業（労働環境課） 

働く人の健康保持増進に関する普及啓発や情報提供を行い、働く人が心身ともに健康で働ける

社会の実現を目指す。 

(1) Ｗｅｂサイト「働くあなたのメンタルヘルス」の運営 

(2) ｅラーニングの運営 

(3) リーフレット等の作成 

 

32 職場のメンタルヘルス対策推進事業（労働環境課） 

都内中小企業の経営者等に対して普及啓発を行い、経営者等の主導による職場のメンタルヘル
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ス対策への取組を促進することにより、誰もがいきいきと働ける職場づくりの実現を目指す。 

(1) 職場のメンタルヘルス対策推進事業検討会議の開催 

(2) 職場のメンタルヘルス対策推進キャンペーンの展開 

(3) 職場のメンタルヘルス対策シンポジウムの開催 

(4) 職場のメンタルヘルス対策相談会の開催 

 

33 ハラスメント防止対策推進事業（労働環境課） 

(1) 「ＴＯＫＹＯノーハラ企業支援ナビ」での情報提供 

特設Ｗｅｂサイトに、ハラスメント防止対策の基本的な知識・様々なハラスメントについ

て学べる短編動画・企業における取組事例等、ハラスメント防止に役立つ情報を掲載する。 

   ・短編動画：５本 

(2) 企業向け普及啓発 

12 月・１月を防止対策集中取組期間と設定し、企業の経営者・人事労務担当者・就活生等

を対象にハラスメント防止をテーマとする労働セミナーを開催する。また、都の支援策やハ

ラスメント防止対策に関する情報発信を行うとともに、経済団体と連携し、リーフレット等

による普及啓発を実施する。 

     

34 カスタマーハラスメント防止対策推進事業（労働環境課） 

（企業向け奨励金は（公財）東京しごと財団基金事業） 

(1) 普及啓発 

ウェブサイトやポスター・リーフレットの活用や、啓発グッズの配布、動画広告による

情報発信等により、東京都カスタマー・ハラスメント防止条例の理念の普及啓発等を実施

する。 

(2) 奨励金 

ア 団体向け奨励金 

会員企業及びその従業員向けに防止対策の体制を整備した場合、その取組等に対し

て奨励金を支給する。 

［対 象］都内業界団体 

［規 模］30 団体 

［金 額］最大 100 万円 

・企業向け対策方針の策定・周知  20 万円 

・防止対策のサポート窓口の設置  40 万円 

・対策研修の実施         20 万円 

・外部人材等活用による対策の実施 20 万円 

イ 企業向け奨励金 

条例で規定する事業者の措置等を速やかに都内企業へ浸透させるため、条例施行日以

降、より実践的な防止対策を行った企業等に奨励金を支給する。 

［対 象］都内中小企業等 
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［規 模］10,000 件（３か年） 

［金 額］40 万円 

・防止対策マニュアルの作成に加え、以下のいずれか一つの取組を実施 

「録音・録画環境の整備」「ＡＩを活用したシステム等の導入」「外部人材の活用」 

(3) 相談窓口等 

ア 相談窓口 

カスハラに関する問い合わせを一元的に受け付ける総合相談窓口を開設し、事業者・

就業者・顧客等からの相談に対応する。 

イ 団体向けコンサルティング 

業界に精通した専門家等によるコンサルティングにより、各業界が会員向けに定める

防止対策マニュアルの作成を支援する。 

［対 象］都内業界団体 

［規 模］30 団体 

ウ 団体向けセミナー 

カスハラの課題が深刻な業種を中心に、カスハラの未然防止や発生時の対応等に関す

るセミナーを実施する。 

［対 象］都内業界団体、会員企業等 

［規 模］年５回程度 

(4) その他 

ア 調査 

都内のカスハラの現状把握・分析、今後の施策への参考とするため、都内のカスハラ

に関する実態調査を実施する。 

イ カスタマー・ハラスメント防止対策推進会議 

条例に基づき防止施策の実施及び当該実施状況等の検証に当たって、関係機関等の意

見を聴くため、会議を開催する。 

 

35 団体連携によるカスタマーハラスメント防止条例普及促進事業（労働環境課） 

顧客との接点を効果的に活用し、防止対策と条例の普及に都と連携して取り組む業界団体を支

援するため、業界団体が構成員の中小企業等を通じて実施する防止対策に係る広報に要する経費

を補助する。 

［対 象］都内業界団体 

［規 模］10 団体 

［補助率］１／２ 

［金 額］１団体当たり最大 5,000 万円 

 

36 フリーランス就業環境整備支援事業（労働環境課） 

「フリーランス・事業者間取引適正化等法（特定受託事業者に係る取引の適正化等に関する法

律）」の適正な運用に向けて、企業やフリーランスに対して、法知識や必要な取組等の情報提供、
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専門家による企業の制度整備の支援、フリーランスの就業環境等に関する相談窓口の設置を行う。 

(1) オンラインセミナー 

発注者とフリーランスを対象に、フリーランス法における取引の適正化やフリーランスの

就業環境の整備等に関するオンラインセミナーを実施し、法律についての周知啓発と取組促

進を図る。 

［規 模］企業対象：年２回、フリーランス対象：年２回 

(2) 専門家派遣 

発注企業に対してフリーランスの就業環境に関する制度整備等を支援するため、社会保険

労務士等の専門家を派遣する。 

［規 模］延べ 75 回（最大５回／社） 

(3) 専門家相談窓口の設置 

フリーランスの就業環境等に関する相談に対応できるように、専門家（弁護士）による相

談窓口を設置する。 

 

37 事業所のデジタル化推進事業（調整課） 

生産性向上を図り、より質の高いサービスを提供するため、労働相談情報センターにおけるデ

ジタルを活用した業務改革を推進する。 

 

38 勤労者生活向上の推進（労働環境課） 

(1) 中小企業従業員融資 

中央労働金庫等との協調融資により、都内に在住又は在勤の中小企業従業員に対して、一

般生活資金、本人及び扶養親族の教育・リスキリング費用、子育て・介護に要する費用及び

育児・介護休業中の生活資金を融資する。 

ア 中小企業従業員融資 

事 項 
個 人 融 資 

団 体 融 資 
さわやか まなび 

使 途 一般生活資金 
本人及び扶養親族の 

教育・リスキリング費用 

夏季及び年末における賃金・ 

一時金の遅欠配時の生活資金 

対 象 
年収 800 万円以下の 

中小企業従業員 

年収 800 万円以下の 

中小企業従業員 
労働組合、消費生活協同組合等 

限 度 
70 万円以内 

(特例※100 万円以内) 
120 万円以内 

構成員１名 70 万円かつ 

１団体 5,000 万円以内 

利 率 1.8％ 1.8％ 1.8％ 

返 済 
３年以内 

(70 万円超は５年以内) 

３年以内 

(70 万円超は５年以内) 

夏期 150 日以内 

年末 120 日以内 

機 関 中央労働金庫 中央労働金庫 中央労働金庫 

    ※特例：医療費、冠婚葬祭費、住宅の増改築費に利用の場合 
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イ 子育て・介護支援融資（すくすく・ささえ） 

使 途 子育て・介護に要する費用、育児・介護休業中の生活資金 

対 象 

下記のいずれかに該当する中小企業従業員 

・妊娠中の方（本人又は配偶者） 

・20 歳までの子を養育する方 

・育児・介護休業取得中の方 

・要介護認定または要支援認定を受けた三親等以内の親族のいる方 

限 度 100 万円以内 

利 率 1.5％ 

返 済 

据置期間経過後５年以内 

（据置期間）・育児休業取得期間：子が１歳６か月になるまでを限度 

・介護休業取得期間：12 か月を限度 

機 関 中央労働金庫・都内信用組合 

 

令和６年度融資実績 

 用途（貸付資金別） 団体利用数 利用者数 融 資 金 額 

団体融資 
夏季手当資金 

年末手当資金 

0 件 

0 件 

0 人  

0 人  

0 円  

0 円  

個人融資 
一般生活資金 

子育て・介護支援 

－ 

－ 

120 人  

22 人  

7,266 万円 

1,820 万円 

計  0 件 142 人  9,086 万円 

  (2) 中小企業退職金共済制度の普及啓発 

中小企業勤労者の労働条件、福祉の向上を図るため、中小企業退職金共済制度の普及及び

加入促進を行う。 

・中小企業退職金共済制度加入状況（令和７年３月末）：共済契約者   ４万 8,902 所 

被共済者   55 万 8,820 人 

(3) 東京都中高年勤労者福祉推進員の養成 

中小企業で働く中高年勤労者が退職後も安定した社会生活が送れるよう、企業内で生涯生

活設計等の相談・指導のできる人材を育成するため、「中高年勤労者福祉推進員養成講座」を

実施する。 

［年１回定員］150 人 

［実 施 主 体］労働相談情報センター（飯田橋） 

(4) 労政会館の運営 

勤労者の文化・教養及び福祉の向上増進を図ることを目的とし、労働相談情報センターの

附属施設として東京都労政会館を設置する。(南部労政会館) 

 

39 勤労者福祉のサービス事業に対する支援（労働環境課） 
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(1) 勤労者福祉支援事業の助成    

中小企業で働く人々の福祉向上を効果的に図るため、（公財）東京都中小企業振興公社に対

し、勤労者福祉支援事業に要する経費を助成する。 

ア 勤労者福祉に関する普及啓発事業 

様々な媒体により、企業や働く人々に対し、勤労者福祉に関する普及啓発を実施  

イ 施設提供事業 

京浜島勤労者厚生会館の運営 

(2) 自主的福祉活動の助成（メーデー実行委員会に対する助成） 

働く者の基本的権利の確立と労働条件の改善を目指して開催されるメーデーの実行委員会

に対し、その経費の一部を助成する。 

 

40 家内労働対策（労働環境課） 

(1) 家内労働法の普及・啓発等 

ア 普及啓発資料の提供 

家内労働法の周知を図るとともに、家内労働に関する様々な情報を提供するために、各種

啓発資料を発行する。 

・季刊家内労働     年４回 6,000 部／回 

・都の制度       3,000 部 

・あなたと家内労働法  4,500 部 

イ 家内労働相談員の配置 

専業的家内労働者及び委託者に対し、労働環境課浅草分室を拠点として、家内労働に関す

る情報提供や工賃の遅れ・未払い、環境改善等の家内労働問題に関する相談・指導を行う。

常設相談の他に、家内労働者宅を訪問しての巡回相談も行う。 

（令和６年度実績）相談者数：521 人、相談件数：延べ 1,551 件 

(2) 労働衛生環境の改善助成 

一定の要件を満たす家内労働者に対して、有機溶剤健康診断の制度を設けるとともに、作

業環境改善が必要な場合には、その経費の一部を助成する。 

・全体換気装置、局所排気装置等の設置助成 

・有機溶剤健康診断 

・安全衛生講習会の実施 

(3) 家内労働傷病共済制度 

専業的家内労働者等が傷病のため就労不能の状態に置かれた時に掛金に応じた給付金を支

払うことによって、加入者の生活の安定を図る相互扶助制度である。 

都は、実施主体である（公財）東京都中小企業振興公社に運営費を補助する。 

(4) 自主的福祉活動への助成 

家内労働者の健康を保持増進し、福祉の向上を図るため、専業的家内労働者等で構成する

団体が自主的に行う福祉活動に対し、その活動に要する経費の一部を助成する。 

(5) 中小企業従業員融資（家内労働者融資） 
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専業的家内労働者に対し、生活に必要な資金を融資することにより、生活の安定と向上に

資する。 

［種 類］一般生活資金 70 万円（特例 100 万円）、 特別生活資金 130 万円 

［利 率］年利 1.8％、ただし災害時の生活資金は年利 1.5％ 

（令和６年度実績）融資実績：６件、595 万円 

 

41  東京都労働委員会委員の選任（労働環境課） 

労働組合法第 19 条及び同法施行令第 21 条に基づいて、東京都労働委員会委員（公益・労働

者・使用者各 13 名、任期２年）の選任事務を行う。 

- 302 -



 

 

 

 

 

第４ 多様なニーズに対応した職業能力の開発・向上 

 

１ 公共職業訓練の推進（能力開発課） 

職業能力開発促進法に基づき、「都民の生涯にわたる職業能力開発への支援」と「東京の産業

の振興を担う人材の育成」を大きな理念、目標として、時代や環境の変化に機敏に対応した公共

職業訓練を展開している。 

(1) 求職者向け訓練（能力開発訓練） 

求職者向け訓練（能力開発訓練）は、求職者に対し、新たな職業に必要な技能及び知識を

習得させるために実施する訓練である。 

ア 一般向け訓練  

求職者に対し、新たな職業に必要な技能及びこれに関する知識を習得させるための訓練を

実施する。 

（延べ 77 科目 3,545 人） 

イ 高年齢者訓練 

主として職業の転換を必要とする概ね 50 歳以上の求職者を対象として、新たな職業に必

要な技能及びこれに関する知識を習得させるための訓練を実施する。 

（延べ８科目 1,150 人） 

ウ 若年者能力開発訓練 

概ね 30 歳未満の若年者のフリーターや無業者等を対象に、能力開発を支援し就業の促進

を図るため、若年者それぞれの特性に応じた訓練を実施する。 

（延べ６科目 220 人） 

エ 求職者に対する訓練受講の奨励（訓練手当等）  

再就職のための職業能力開発訓練の受講機会確保と、受講期間中の生活の安定を図ること

を目的として、以下の制度を設けることにより、訓練の受講を奨励する。 

(ｱ) 訓練手当 

就職の困難な障害者、母子家庭の母等が公共職業安定所長の指示により訓練を受講す

る場合に支給する。（国庫負担金１／２） 

(ｲ) 雇用保険法による求職者給付 

雇用保険の失業給付受給資格者が公共職業安定所長の指示により訓練を受講する場合

に、支給される給付金について、必要な手続を行う。（国費） 

   (ｳ)  求職者支援制度による職業訓練受講給付金 

雇用保険の受給資格のない者が公共職業安定所長の指示により訓練を受講する場合に

支給される給付金について、必要な手続を行う。（国費） 

(ｴ) 技能者育成資金融資制度 

訓練手当、雇用保険の求職者給付又は求職者支援制度の職業訓練受講給付金の支給を

受けていない者で、成績が優秀であり、経済的理由により受講の困難な生徒を対象とし

た技能者育成資金の融資について、借入申込資格確認に必要な手続を行う。（国費） 
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(ｵ) 生徒の災害補償制度 

生徒が、職業能力開発センター等の管理下における訓練上又は通校途上による事由で

災害を受けた場合に、職業能力開発センター災害見舞金支給要綱により災害見舞金を支

給する。 

オ 職業能力開発に関する調査・研究 

中小企業の人材ニーズや就業に必要な技能・技術に対する各種調査及び職業能力開発セン

ター修了生への調査等を実施するとともに、産業界の技術動向や人材需要に即した新規科目

や指導技法の開発、内容の改善を進める。 

カ 無料職業紹介の実施 

職業能力開発センターにおける訓練指導と就職援助に一貫性を確保し、求人・求職双方の

ニーズを的確にとらえ生徒の特性を生かした就職を促進するために、職業能力開発センター

に就職支援推進員等を配置し、能力開発担当、職業訓練指導員等との連携により職業紹介事

業を実施する。（11 校） 

また、生徒に対する求人情報及び事業主に対する求職情報を、インターネットを活用して

提供する。 

キ 技能照査の実施 

技能照査は、職業訓練修了時に一定の基準のもとに、生徒がその水準に達しているか否か

を判定する制度である。 

技能照査合格者には、技能士補（国家資格）又は東京都技能士補の称号が与えられる。技

能士補の場合には、相当する技能検定職種（２・３級）の学科が免除される。 

ク 生徒の資格・免許取得への取組 

職業訓練は、その性格から各種の資格・免許に深い関わりを持つ。資格等の取得を目標の

一つに置くことにより生徒の技能習得意欲の向上につながり、また、資格取得により就職も

有利になる。 

このため、職業能力開発センター等では、資格等の取得に向けた訓練を実施するとともに、

訓練科目の改善に当たっては、生徒の更なる能力向上と資格等の取得も視野に入れたカリキ

ュラム編成に取り組んでいる。 

(2) 在職者向け訓練（能力向上訓練） 

ア 能力向上訓練 

能力向上訓練は、在職者に対し、職業に必要な能力の向上に要する技能及びこれに関する

知識を習得させるために実施する訓練である。 

都では、主として中小企業で働き、企業内での職業能力開発の機会に恵まれない在職者を

対象とし、高度な技能や新技術を習得できるようコースの設定を行っている。 

（延べ１万 9,322 人) 
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種類 目 的 ・ 内 容 

学 科 

新たな技能の追加及び

保有する技能を補完又

はさらに高める訓練 

・１クラス 45 人標準 

・学科を中心 

・標準 24 時限  （実習時間０％） 

実技Ⅰ 

・１クラス 30 人標準 

・学科と実技 

・標準 24 時限  （実習時間 50％未満） 

実技Ⅱ 

・１クラス 20 人標準 

・実技を中心 

・標準 24 時限  （実習時間 50％以上） 

東京みらい

の名工育成

プログラム 

業界をけん引する中堅

技能者に対し、技能向

上への意識醸成及び後

進への指導の取組を支

援するための訓練 

・１クラス５人標準 

・実技を中心 

・標準 24 時限  （実習時間 50％以上） 

イ オーダーメイド訓練の実施 

自ら訓練を実施することが困難な中小企業等の多様な人材育成ニーズに対応するために、

企業側の求めに応じた機動的、弾力的な訓練を実施する。 

（237 回 5,634 人（ア「在職者向け訓練（能力向上訓練）」の内数）） 

ウ 東京みらいの名工育成プログラム 

東京の製造業の有するものづくり基盤技術や技能の維持・発展を図るため、中堅技能者に

対して、一流の熟練技能士が直接指導することにより、高度な技能や指導技法を継承し、

「東京みらいの名工」を育成する。  

（延べ定員 20 人（ア「在職者向け訓練（能力向上訓練）」の内数）） 

［規 模］機械加工     １校   城南職業能力開発センター大田校 

定員５人 

金属塗装     １所   城東職業能力開発センター 

           定員５人 

エ 建設人材育成事業（能力向上訓練） 

建設技能労働者の人材育成を図るため、技能検定対策講座、特別教育等、建設現場で求め

られる資格の取得等を目的とした訓練を実施する。 

（８科目 200 人（ア「在職者向け訓練（能力向上訓練）」の内数）） 

(3) 障害者職業訓練 

ア 障害者職業訓練 

障害者がそれぞれの適性に応じた知識や技能を習得することで、職業的社会的自立を図る

ことができるよう、東京障害者職業能力開発校、中央・城北職業能力開発センター板橋校、

城南職業能力開発センター、城東職業能力開発センターにおいて、障害者訓練を実施する。 

・東京障害者職業能力開発校 

対象者 身体障害者、知的障害者、精神障害者・発達障害者等（260 人） 

・中央・城北職業能力開発センター板橋校 
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対象者 知的障害者（20 人） 

・城南職業能力開発センター 

  対象者 知的障害者（20 人） 

・城東職業能力開発センター 

対象者 知的障害者（20 人） 

イ 能力向上訓練 

障害のある在職労働者の職業能力の開発・向上を促進するため、東京障害者職業能力開発

校において、障害者を対象とした能力向上訓練を実施する。（50 人） 

(4) 再就職促進等委託訓練 

離職者等が再就職に必要なスキルを習得するため、民間教育訓練機関等に委託し、訓練を

実施する。 

ア 民間活用型訓練 

公共職業安定所長の受講指示、受講推薦又は支援指示を受けた求職者を対象に実施する。 

(ｱ) ＩＴ・医療・福祉・事務（３か月 5,670 人、６か月 1,000 人） 

雇用が見込まれる産業分野から科目を設定し、訓練を行う。 

(ｲ) 介護福祉士養成科（２年 274 人） 

介護福祉士の資格取得を目指す訓練を行う。 

(ｳ) 保育士養成科（２年 643 人） 

保育士の資格取得を目指す訓練を行う。 

(ｴ) 専門人材育成訓練（２年 909 人） 

人材確保が急務の業界等における即戦力人材を育成するため、国家資格等の高度なス

キル習得を目指す訓練を行う。 

(ｵ) 義肢装具科（１年 20 人） 

義肢装具を作成する専門的技術者を育成する訓練を行う。 

(ｶ) 委託訓練活用型デュアルシステム（270 人） 

３か月の訓練と、企業等における１か月の実習訓練を組み合わせた訓練を行う。 

(ｷ) ウクライナ避難民向け職業訓練（６か月 10 人） 

日本での就労を望むウクライナ避難民を対象とする訓練を行う。 

イ 障害者の多様なニーズに対応した委託訓練 

公共職業安定所長の受講指示、受講推薦又は支援指示を受けた障害をもつ求職者を対象に

実施する。 

(ｱ) 知識・技能習得訓練コース（３か月以内 470 人） 

知識･技能習得を目的とする職業訓練を行う。 

(ｲ) 実践能力習得訓練コース（３か月以内 250 人） 

企業等の現場を活用し、職場実習による実践的な職業訓練を行う。 

(ｳ) ｅラーニングコース（３～６か月 30 人） 

訓練施設への通所が困難な重度障害者等で、自宅等でのｅラーニング受講が可能な状

態にある者に対し、ＩＴ技能の習得を目指す訓練を行う。 
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(5) 職場適応訓練 

障害者及び中高年齢者等、就職が困難な求職者で、公共職業安定所長から指示され、都知

事が適当と認めた者について、作業環境への適応を容易にするため、民間事業主に委託して

訓練を実施し、就職の促進を図る。 

(6) 建設人材育成事業（鉄筋コース・型枠コース）  

建設技能労働者の高齢化等を背景として、建設現場で働く技能者の育成が急務となってい

るため、城東職業能力開発センター江戸川校、多摩職業能力開発センター及び多摩職業能力

開発センター八王子校において、現場のニーズが高い鉄筋工と型枠大工の育成を実施する。

（120 人） 

(7) 女性向け委託訓練 

出産や育児等を理由に退職し、再度働くことを希望する女性等の再就職を支援するため、

民間教育訓練機関に委託して職業訓練を実施する。 

ア 育児等両立応援訓練（主に３か月 500 人） 

育児や介護などの事情を抱える求職者に対し、通所又は同時双方向型オンラインで、１日

の訓練時間が短いカリキュラム等で実施する職業訓練の受講機会を提供する。 

イ 女性デジタルカレッジ事業（５日～15 日間 670 人） 

事務職等への就職を希望する女性に対し、オフィスソフト等の講座を実施するとともに、

実務的なデジタルスキル等も紹介しＩＴ分野の関心を高め、女性デジタル人材の裾野を拡大

する。 

(8) 保育支援つき施設内訓練 

職業能力開発センターに入校する育児中の人に対して、民間保育施設を提供することによ

り、育児等による離職からの再就職を支援する。 

(9) ものづくり等産業人材育成支援事業 

職業能力開発センターの訓練を通じて従業員の技能習得を図る中小企業に対して、奨励金

を支給し、ものづくり人材等の育成を推進する。 

［支 給 額］10 万円／月・人 

［支援規模］200 件 

(10) 職業能力開発センターの戦略的魅力発信事業 

しごとセンターやハローワークの利用者を中央・城北職業能力開発センターしごとセンタ

ー校に誘導し、ＰＲコーナーや見学・体験を通じ職業訓練の魅力を伝え、スキルを習得して

就職する流れを創出する。 

 (11) 事業所のデジタル化推進事業 

    訓練等に係る事務を効率化し、より質の高い公共職業訓練を提供するため、職業能力開発

センターにおけるデジタルを活用した業務改革を推進する。 

 

２ 民間における職業能力開発の促進（能力開発課） 

(1) 生涯職業能力開発事業等委託事業（広域団体認定訓練助成金） 

都知事の認定を受けた認定職業訓練実施団体のうち、広域的に認定職業訓練を実施する中
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小企業事業主の団体に対して、運営に要する経費を補助する。 

［助成額］補助対象経費の１／２又は算定基準により算出した額のいずれか低い額 

(2) 事業内職業能力開発の振興 

ア  認定職業訓練の振興 

認定職業訓練とは、事業主の行う職業訓練のうち、職業能力開発促進法第 24 条第１項の

規定に基づき厚生労働省令で定める基準に適合するものである旨、都道府県知事が認定した

ものである。 

認定職業訓練は、習得させようとする技能及び知識の「程度」と「期間」に基づき、次の

ような課程に分けられている。 

・普通職業訓練（普通課程、短期課程） 

・高度職業訓練（専門課程、専門短期課程） 

・指導員訓練（長期課程、専門課程、研修課程） 

イ 認定職業訓練運営費の補助 

認定職業訓練を実施する中小企業事業主及び中小企業事業主の団体に対して、認定職業訓

練の運営及び施設、設備の整備に要する経費について補助金の交付を行う。 

［助成額］補助対象経費の２／３又は算定基準により算出した額のいずれか低い額 

ウ 認定職業訓練の開拓・指導 

認定職業訓練の開拓促進と既認定職業訓練の規模拡大を図るため、実態調査・巡回指導等

を実施するほか、リーフレット作成・配布等によりＰＲを行う。 

エ 職業訓練法人化の促進 

認定職業訓練を実施している団体等のうち法人格を有しない団体に対して、訓練実施体制

を強化・確立することにより訓練内容の充実を図るため、職業訓練法人化を促進する。 

(3) 中小企業人材スキルアップ支援事業（（公財）東京しごと財団基金事業） 

都内中小企業等が従業員のスキルアップを目的として実施する職業訓練の経費に対して助

成金を支給する。 

ア 事業内スキルアップ助成金 

自社内で実施する短時間の職業訓練（ＯＦＦ－ＪＴ）に対して支給する。 

［助成額］訓練生１人１時間当たり 760 円 

（「イ 事業外スキルアップ助成金」と合わせて１社当たりの上限 150 万円／年） 

イ 事業外スキルアップ助成金 

民間教育訓練機関等が実施する訓練に従業員を派遣する職業訓練に対して支給する。 

［助成率］受講料等の１／２（小規模企業者２／３） 

      ※非正規雇用労働者の割合が受講者全体の２割以上の場合は一律２／３ 

［助成額］一人当たり上限２万 5,000 円 

     （「ア 事業内スキルアップ助成金」と合わせて１社当たりの上限 150 万円／年） 

ウ ＤＸリスキリング助成金 

ＤＸに関して、民間教育訓練機関等が集合若しくはｅラーニング等により実施する職業訓

練又は自社内に外部講師を招いて実施する職業訓練に対して支給する。 
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［助成率］受講料の３／４ 

［助成額］一人当たり上限７万 5,000 円 

（１社当たりの上限 100 万円／年） 

  (4) 育業中スキルアップ支援事業（（公財）東京しごと財団基金事業） 

育業中のスキルアップを希望する従業員に対し企業等が支援する職業訓練の経費に対して

助成金を支給する。 

［助成率］受講料の２／３（大企業は１／２） 

１社当たりの上限 100 万円／年 

 

３ 技能振興事業（能力開発課） 

 (1) 技能検定 

技能検定は、労働者の有する技能を一定の基準によって検定し、これを公証する国家検定

制度で、職業能力開発促進法に基づき実施されている。これにより、技能に対する社会一般

の評価を高め、労働者の技能と地位の向上を図るとともに、我が国の産業の発展に寄与する

ことを目的としている。 
技能検定は、職種ごとに特級、１級、２級及び３級に区分するもの、単一等級として等級

を区分しないものがあり、それぞれ実技試験と学科試験が行われる。 
このほか、外国人技能実習生等を対象とした随時２級、随時３級、及び基礎級を実施して

いる。 
(2) 東京都職業能力開発協会の助成 

東京都職業能力開発協会は、職業能力開発促進法に基づいて職業能力の開発及び向上の促

進を図ることを目的に設置された、民間における指導的団体である。同協会は、都との密接

な連携のもとに、民間における職業能力開発及び技能検定の普及・振興、全国競技大会の参

加促進・普及啓発を図るため、職業能力開発のための各種講習会等や技能検定、ものづくり

体験教室、認定職業訓練を実施している団体等への支援、全国競技大会の参加費助成などを

行っており、都は同協会に対して助成・指導を行っている。 

(3) 技能の振興 

ア 「卓越した技能者表彰」（現代の名工）候補者の推薦 

広く社会一般に技能尊重の気風を浸透させ、技能者の地位及び技能水準の向上を図ること

等を目的として実施されており、きわめて優れた技能を有する者の中から選定して、候補者

を厚生労働大臣に推薦している。 

イ 東京都優秀技能者（東京マイスター）知事賞の贈呈 

都内の事業所等に勤務する優秀な技能者に対して知事賞を贈呈することにより、中小企業

等における技能者の確保及び育成を図るとともに、広く社会一般に技能尊重の気風を浸透さ

せ、技能者の社会的地位及び技能水準の向上を図ることを目的としている。なお、平成 28

年度から東京都優秀技能者を広く社会一般に広め、優秀技能者の活用を推進するため、東京

都優秀技能者（東京マイスター）独自のホームページを開設している。 

［贈呈者数］40 人以内 
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［贈呈時期］人材開発促進月間中（11 月） 

ウ 東京都中小企業技能人材育成大賞知事賞の贈呈 

優秀な技能者の育成と技能の継承への取組に成果を上げた優良な中小企業等に知事賞を贈

呈することにより、中小企業等における技能者の人材育成と処遇･地位の向上を図るととも

に、東京の産業の活性化と競争力ある東京のものづくり産業及びサービス産業を築くことを

目的としている。 

［贈呈社数］大賞１社又は団体（３部門の中から１社又は団体）、優秀賞３社又は団体程

度（各部門から１社又は団体程度）、奨励賞９社又は団体程度（各部門から

３社又は団体程度） 

［贈呈時期］人材開発促進月間中（11 月） 

(4) 職業訓練指導員免許の交付及び試験の実施 

ア 免許の交付 

職業能力開発促進法の規定に基づく公共職業能力開発施設及び認定職業訓練施設で訓練指

導に当たる者を「職業訓練指導員」といい、「職業訓練指導員免許」を必要とする。 

免許の交付を受けることができる者は、 

(ｱ) 職業能力開発総合大学校の指導員養成訓練課程修了者 

(ｲ) 職業訓練指導員試験合格者 

(ｳ) 職業訓練指導員の業務に関して、上記(ｱ)及び(ｲ)と同等以上の能力を有すると認めら

れる者のいずれかである。 

イ 試験の実施 

厚生労働省令で定めている免許職種の中から、都の「職業訓練指導員」の不足状況等を勘

案して職種を選定し、「職業訓練指導員試験」を実施している。 

(5) 障害者技能競技大会（アビリンピック）に対する助成 

障害者が技能労働者として社会に参加する自信と誇りを持つことができるよう、その職業

能力の向上を図るとともに、広く障害者に対する社会の理解と認識を深め、その雇用の促進

と地位の向上を図ることを目的として開催されている。 
都は、全国大会に出場する東京都派遣選手に対して東京都職業能力開発協会と連携して支

援を行うとともに、地方大会として東京アビリンピックを独立行政法人高齢・障害･求職者雇

用支援機構東京支部との共催により開催している。 
(6) 一般社団法人東京都技能士会連合会の助成 

東京都技能士会連合会は、技能士の地位の向上と技能尊重気運の醸成を目的として、昭和

52 年 12 月に設立（平成 27 年５月に一般社団法人化）された、都内の各職種の技能士会等で

構成する団体である。 
同連合会は、会員技能士に対して技能向上のための研修会等の事業を実施している。同連

合会の事業目的と都の施策である技能の振興及び技能士の地位の向上とは密接な関係があり、

同連合会の活動は都の施策を補完する意味を持っているため、都は同連合会に対し助成を行

っている。 
(7) 競技大会等促進支援事業 
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協同組合等が都内で行う参加者５人以上の技能競技大会及びコンクールに対して奨励金を

支給することにより、中小企業等の技能者の技能向上と技能継承の強化を図る。 

［規 模］延べ 50 団体程度 

(8) ものづくり教育支援プログラム 

次代を担う若者にものづくりの楽しさ、素晴らしさ、あるいは達成感を体験できる機会を

提供し、ものづくり基盤技術に係る学習の振興を図るため、職業能力開発センターの人材、

施設を活用したものづくり教育を推進する。 

ア 工作教室（半日から３日間程度) 児童・生徒対象 

イ 高校生向け実習講座（３日間程度) 

(9) 職人塾 

ものづくりに触れる機会の少ない若者に対して、優れた職人技を目にし、直接職人から指

導を受ける機会を提供することにより、技能や職人の仕事への関心を高めさせ、若者がもの

づくり業界に入るきっかけを創出する。 

［規 模］延べ 50 人程度 

(10) 東京みらいの名工育成プログラム（再掲） 

「Ⅶ 雇用就業対策 第４ 多様なニーズに対応した職業能力の開発・向上」１(2)ウ 参照 

 

４ ものづくり・匠の技の祭典（能力開発課） 

ものづくり産業を持続的に発展させていくために、東京のみならず、日本各地と連携し全国か

ら優れた技能を一堂に集め、ものづくりと匠の技の魅力を、若者をはじめ、国内外の多くの人々

に広く発信するイベントを開催する。さまざまな分野の優れた技の展示・実演を行うほか、実際

に参加して体験できる機会を提供する。 
 

５ ものづくり技能の総合ポータルサイト情報発信事業（能力開発課） 

東京の多様な技能の紹介や技能習得・技能向上に関する情報など、ものづくり技能の総合的な

情報提供を行うポータルサイトを運営し、ＳＮＳ等も活用しながら継続的な発信を行い、次世代

のものづくり技能人材の確保、技能継承を促進する。 
 

６ 職業能力開発センター事業の展開（能力開発課） 

東京の活力を支える中小企業の人材力を高め、競争力のある企業を育成するため、産業界と

連携しながら企業ニーズに基づいた人材確保と人材育成を積極的に支援する。都内を４地域に

分け、各地域に職業能力開発センターを設置し、地域の業界団体・企業と連携しながら中小企

業の人材確保と人材育成を支援する。 
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  (1) 職業能力開発連絡協議会 

地域における人材育成・確保に関する関係者の具体的な事業連携を進める場として、地域団体、

事業主団体、学識経験者、教育機関、行政機関等で構成する職業能力開発連絡協議会を設置する。

情報の蓄積と共有化を図るとともに、地域での連携策の実施等について協議する。 

(2) 総合相談の実施 

人材総合サポートデスクを設置し、中小企業の人材育成・確保や職業能力開発に関する相談や

各種事業の紹介を行う。人材育成に必要な技能指導者の紹介や、企業内訓練に関する指導助言等

も行う。 

また、人材アドバイザーを配置し、各企業への訪問やオンライン相談による、人材情報の

提供や企業内訓練等に関する支援・アドバイスを行う。 

(3) 産業人材確保事業 

東京の産業を支える基盤的技能を持つ人材確保のため、地域の企業・業界団体等との協働・連

携による取組を進めていく。地域マッチング会の実施やものづくり業界についての講演会等によ

り、企業が求める人材の確保を図る。 

(4) 現場訓練支援事業 

中小企業における技能の継承や職業能力の向上を図るため、職業能力開発センターに登録

された指導人材が企業現場を訪問し、ニーズに即した訓練指導を行う。 

(5) 人材育成プラザの設置 

職業能力開発に関する総合サービスを行うことを目的として、知識･技能の維持向上のため

の講習会の実施や施設の貸出し等を行う人材育成プラザを設置している（中央・城北職業能

力開発センター、多摩職業能力開発センター等 計８か所）。 
 

７ デジタル人材育成支援事業（能力開発課） 

離職した若者等に対し、デジタル関連のスキルを付与する職業訓練と再就職支援を一体的に実

施する。 
［規 模］1,000 人 

職業能力開発センター 

◇地域における技能分野を中心とした人材育成・確保 
 を支援する拠点を整備 

◇企業・業界等のニーズ把握、連携の場を設置 

□人材総合サポートデスクの設置 

□業界や産業支援機関等との連携による人材確保支援 

□中小企業の人材育成支援 

□ものづくり教育への支援 

技能分野における人材育成・確保支援機能 

職業能力開発機能 

□地域の産業特性を踏まえた職業訓練科目の展開 

業界団体 

・企業 

個 人 

（社員） 

人材の確保・育成支援 

相談・要望（ニーズ） 

職業能力開発 

質
の
高
い
労
働
力 

の
提
供 

企 
業 
内 
教 
育 
訓 
練 

の 
実 
施 
・ 
採 
用 

在職者・求職者等 
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８ ＤＸ実践人材リスキリング支援事業（能力開発課） 

都内中小企業のＤＸを推進するため、企業の課題把握を踏まえた従業員のリスキリング計画の

策定からＤＸ講習までを一体的に実施し、さらにフォローアップ研修を行うことで、社内ＤＸ人

材の育成を支援する。 
［規 模］講習 300 社、フォローアップ研修 90 社 

 

９ 成長産業分野へのキャリアシフト等支援事業（能力開発課） 

（（公財）東京しごと財団基金事業） 
成長産業分野や柔軟な働き方が可能な業種等への就業に向け、非正規労働者等やひとり親の方

に対し、ｅラーニング等を通じたスキルアップと就職支援を一体的に実施する。 
［規 模］1,500 人 

 

10 短期集中型資格取得支援訓練（能力開発課） 

短期間で集中的に成長産業分野等に関連する資格を取得し、早期の再就職につなげるよう、求

職者等に対し、ｅラーニングと試験直前対策合宿を組み合わせた訓練を実施する。 

［規 模］100 人 

 

11 女性向けキャリアチェンジ支援事業（能力開発課） 

（（公財）東京しごと財団基金事業） 

非正規雇用で働く女性等のキャリアチェンジを支援するため、ｅラーニングによる能力開発及

び就職支援を一体的に実施する。 

［規 模］500 人 

 

12 女性ＩＴエンジニア育成事業（能力開発課） 

非正規雇用で働く女性等が、プログラミング等を学び、ＩＴエンジニアとしての再就職やキャ

リア形成を実現できるよう、ｅラーニング等によるスキルの習得支援と就職支援を一体的に実施

する。 

［規 模］300 人 

 

13 団体連携型ＤＸ人材育成推進事業（能力開発課） 

業界団体への支援ノウハウのある団体と連携し、業界や企業の実情を踏まえたＤＸ人材育成セ

ミナーの開催を支援し、中小企業の人材育成を推進する。 

［規 模］50 件 
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